
第 2 4 回 ｢産科医療補償制度運営委員会｣

-第 1 5 回制度見直 し の検討- 次第

日 時 : 平成 2 5 年 9 月 2 0 日 (金 )

1 4 時 0 0 分~ 1 6 時 0 0 分

場所 : 日 本医療機能評価機構 9 階ホール

1 . 開 会

2 . 議 事

1 ) 第 2 3 回運営委員会の主な意見について

2 ) 剰余金お よび掛金の取扱いについての基本的な考 え方について

3 ) 補償対象 と な る脳性麻痺の基準お よ び補償水準等に係 る これま での経緯

と 今後の進め方について

4 ) 補償対象 と な る脳性麻痺の基準の見直 し について

5 ) 保険会社の事務経費等の取扱いについて

6 ) 補償 申請の促進に係 る 取組み等の状況について

7 ) そ の他

3 . 閉 会



1 ) 第 2 3 回運営委員会の主な意見につ いて

【第 6 4 回社会保障審議会医療保険部会の主な質問 ･ 意見 に関す る ご意見】

○ 出産育児一時金は政令で定め られてお り 、 最終的な決定権は 、 正確には内閣

に あ る はずであ る 。 審議会は 、 内 閣の諮問 に答えて意見具申する 立場であ り 、

政府が これを尊重する と い う 仕組みに な っ てい る 。

産科医療補償制度の運営については 、 運営組織であ る評価機構が 、 保険料の

額や事務費等、 制度全般について調整 して決定する 責任 と 権限を持っ てい る 。

運営委員会は運営組織を支え る た め の意見を述べ る役割であ る 。 医療保険部会

と 運営委員会の意見が 、 折 り 合わない と こ ろ も あ る と 思 う が 、 運営委員会 と 運

営組織が内容を決めて 、 政府に提出 し 、 調整 してい く こ と に し ない と 制度は運

営でき ない と 考え る 。 したが っ て 、 医療保険部会が内容の決定権を持つ と い う

のは言いすぎではないか。

【今後の見直 し の議論の進め方に関す る ご意見】

○ 剰余金 ･ 掛金の後 に補償対象範囲 を議論する のではな く 、 同時並行で進め る

べき ではないか。

○ 制度創設当初は 、 補償内容をかな り 限定 して ス タ ー ト してお り 、 剰余金が発

生 したか ら返還する と い う 考えは持っ ていない。 剰余金の使途について返還の議

論を行 う の と 同時進行で 、 補償対象範囲の拡大な ど制度を充実 させる ための議論

も行 う べき ではないか。

○ 制度創設時はデー タ が少な く 、 補償対象範囲の検討が難 しい状況であ っ た た

め 、 現時点では 、 現行制度にお け る掛金が正 しかっ たかを考え る よ り も 、 現行制

度にお け る補償対象範囲がそ も そ も 正 しいのか と い う こ と を 、 最初に議論すべき

ではないか。

○ 今 、 現行制度におけ る掛金の議論は 、 今後 、 補償対象範囲の見直 しの議論を

する 際の足かせにな り 、 本来あ る べき制度の姿の実現ができ ない こ と に繋が る懸

念が あ る 。

○ 将来の掛金に剰余金を充当する のであれば、 充 当すべき剰余金が尽き た段階

で 、 掛金水準等の見直 しの議論を改めて行 う こ と を約束 して ほ しい。

○ ｢過去分の剰余金｣ 、 ｢将来の掛金｣ 、 ｢補償対象範囲 ｣ について は相互に関連

が あ る 。 制度創設時に 、 補償対象範囲 、 補償水準 、 掛金水準が どの よ う み こ して決

定 さ れたのかの認識が運営委員会の委員の 間で異な っ てい る と 思 う ので 、 当 時の

経緯を確認 し 、 運営委員会で共有 してお く 必要が あ る 。 補償額は 3 千万円 、 掛金

は 3 万 円 と 政治的に決ま っ た と 思 う 。 そ の枠内で補償対象範囲を決めた経緯に あ

る 。 問題は 、 補償対象者数が制度設計当 時の推計値 (500 人~800 人 ) よ り 少な

い こ と に あ る 。 こ の ため 、 補償対象範囲 を変更せずに 、 掛金の減額や補償水準の



高額化を検討する の は妥当性に欠け る のではないか。

○ 制度創設時の設計の ど こ に問題が あ っ たのか確認 してお く べき であ る 。

○ 現行制度の補償対象範囲では 、 制度創設前に裁判 と な っ ていた事例の 7 割 く

ら い しか対象 と な っ ていない。 国民のた め に補償対象範囲 を拡大すべき であ り 、

在胎週数を変更する こ と に よ る影響 も踏ま え 、 どの く ら い補償対象者を広げ られ

る かの議論を行 う 必要が あ る 。

【剰余金の取扱 い に関す る ご意見】

3 ページ以降に記載

【現行制度 に お け る 掛金の取扱い に関す る ご意見】

3 ページ以降に記載

【 そ の他 (保険会社の事務経費等) に関す る ご意見】

○ 産科医療の質の 向上に伴い 、 益々 脳性麻痺児が増加する リ ス ク が あ る と の こ

と だが 、 む し ろ 、 短期的には原因分析 ･ 再発防止の効果でむ し ろ減少する のでは

ないか。

○ 脳性麻痺児の数をそ う 簡単に減 らせ る か と い う と 単純ではない。 産科医療の

質が 向上す る と 、 こ れま では亡 く な っ ていた児が助け られる が 、 そ の反面 、 命は

助かっ たが脳性麻痺の後遺症が残 る事例 も増加する と 考え られる 。

【補償 申請の促進に係 る 取組み等の状況に関す る ご意見】

○ 補償 申請の促進に関する広報の方法 と して 、 リ ー フ レ ッ ト 等の連絡先に 、 分

娩機関の連絡先ではな く 、 運営組織の フ リ ーダイ ヤルを最初に記載 した こ と や、

運営組織か ら 医療機関に連絡する仕組みを構築する な ど 、 こ れま での運営委員会

の意見が反映 されてお り 、 評価で き る 。 今後 も 、 まずは 申請書類を提出 して ほ し

い と い っ た働 き かけ を保護者に積極的に行っ て ほ しい。

○ 平成 2 1 年生まれの児のみな らず、 全体 と して補償 申請件数が増加 してい る こ

と は 、 本制度 自 体の周知が浸透 してい る こ と を示 してい る と 考え る 。 こ の よ う な

状況か らする と 、 補償 申請を行っ て い ない児は未だ多い と 考え られ 、 特に平成

2 1 年生まれの児については 、 補償 申請期限を 2 年程度延長する こ と について 、

今年末ま での運営委員会で検討すべき ではないか。

○ 補償 申請期限の延長は 、 カ ルテ の保存期間に も 関係する課題であ り 、 日 本産

婦人科医会等 と も相談の上、 事務局において検討 して ほ しい。



2 ) 剰余金お よ び掛金の取扱いにつ いての基本的な考え方につ いて

( 1 ) 現行制度に お け る剰余金の取扱いにつ いて

○ 現行制度におけ る剰余金の取扱いについての 、 前回運営委員会 (本年 8 月 30

日 開催) におけ る 主な ご意見は 、 以下の と お り であ る 。

【剰余金の使途に関す る ご意見】

･ 制度創設時には 、 安定的な制度運営に留意 し余裕を持っ た設計を行っ た も ので

あ り 、 剰余金が 出 る のは当然であ る 。 剰余金は患者のた め に補償対象範囲の拡

大に使用すべき であ る 。

･ 出産育児一時金が減額 さ れ る こ と には反対であ り 、 剰余金は保険者に返還する

か、 将来の掛金に充当する しかないのではないか。

･ 返還実務の複雑 さ な どの 問題に よ り 剰余金を保険者に返還でき ない のであれ

ば、 将来の掛金に充当する と い う 方法が妥当 と 考え る 。

･ 剰余金が生 じ る 可能性が高 く な っ てい る理由 は 、 制度創設時に 、 分娩機関の加

入率について安全率を見込んだこ と に よ る と こ ろが大き い と思われる 。 保険者

は 、 財務上運営が厳 しい と い う こ と であ り 、 そ の こ と も 考慮する必要が あ る 。

･ 剰余金を保険者に返還する の は実務上困難であ り 、 将来の掛金に充当する のが

現実的だが 、 将来の制度充実に充て る べ き であ る 。 事務局案の表現について 、

｢将来の掛金に充当 し 、 掛金の負担軽減に充て る ｣ か ら ｢将来の掛金に充当 し 、

制度の充実に充て る ｣ な ど に変更するべき であ る 。

･ 制度の重要な機能であ る原因分析 ･ 再発防止について 、 例 えば死亡例へ広げる

こ と がで きれば、 さ ら に飛躍的な再発防止に繋が る と思われ、 剰余金はその よ

う な観点で も活用するべき ではないか。

【充 当 の期間等に関す る ご意見】

･ 将来の掛金に充当する こ と が妥当 であ る が 、 期 間等について は制度の永続性が

担保 さ れる よ う みこ考 えて も ら いたい。

･ 剰余金を将来掛金に充当する のであれば、 剰余金が尽き る タ イ ミ ングでの財源

について も議論が必要であ る 。

･ 掛金水準を 引 き 下げる こ と 、 ま た補償対象範囲 を拡大する こ と 、 ど ち ら に して

も短期間で大き な変動が あ る と 、 制度の安定的な運営に支障がでる 可能性があ

る た め 、 剰余金の充当 は長期的に緩やかに行 う ほ う が よ いのではないか。

○ 運営組織に返還 された剰余金の使途については 、 将来の掛金に充 当する と の

案を適当 と す る ご意見が大勢を 占 めた 。 ま た 、 充 当 の期間等について は 、 制度

の安定的な運営の観点で長期的に行 う べき であ る と の ご意見が あ っ た。
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( 2 ) 掛金の取扱いにつ いて

○ 掛金の取扱いについての 、 前回運営委員会にお け る 主な ご意見は 、 以下の と

お り であ る 。

【現行制度に お け る 掛金の見直 し時期 に関す る ご意見】

･ 掛金水準を見直す こ と が前提であ る かの よ う な記載になっ てい る が 、 仮に見直

す と して も 、 分娩費の検討や 自 治体での議会承認の問題、 分娩機関に よ る妊産

婦への説明の問題が あ り 、 平成 26 年 1 月 は論外。 ま た 、 短期間に何度 も 制度

を見直す こ と はあ り 得ず、 平成 26 年期 中 の見直 し も話にな ら ない。 最大限に

譲歩 して 、 平成 27 年 1 月 に見直すこ と は考え られる のではないか。

･ 制度見直 しの議論を踏ま えた改正は平成 27 年 1 月 に行 う と す る コ ンセ ンサス

が あ っ た訳であ り 、 平成 27 年 1 月 には違和感はないが 、 補償対象範囲等の議

論をま だ していない中で掛金を決め る かの よ う な記載には違和感が あ る 。

自 治体立病院では 、 自 由診療等の改定には議会決定が必要であ り 、 そ の準備は

かな り 前か ら行 う 必要が あ る 。 こ のため 、 平成 26 年 1 月 お よ び期 中 の改定は

論外であ り 、 平成 27 年 1 月 で も厳 しいかも しれない。

運営委員会 と して は平成 27 年 1 月 に制度見直 し を行 う 前提で議論 して き てお

り 、 そ の方針を変更する必要はないのではないか。

【現行制度に お け る 掛金の取扱い に関す る ご意見】

･ 制度創設当時は 、 安定的な制度運営の観点で補償対象範囲を限定せざる を得な

かっ た。 当初は掛金 5 万円 の意見 も 出ていた も のであ り 、 補償対象範囲 を広げ

る前提で考え るべき 。

･ 現行制度の掛金水準は、 制度創設時の補償対象者数の推計値に も と づ き設定 さ

れたのか 、 3 万 円 と い う 掛金水準を も と に補償対象者数が算出 さ れたのかにつ

いて 、 確認 してお き たい。

･ 新た な推計値を整理 した上で 、 補償内容について は今後議論する と の こ と だが 、

現行制度の掛金水準を 、 仮にであ っ て も 明示する こ と に は反対であ る 。 ま ず 、

制度の あ るべき 姿を考えた上で 、 補償内容等を検討する のが筋ではないか。

･ 資料に ｢現行制度におけ る掛金水準は 2 万 1 千円 ｣ と い う 記載が あ る が 、 補償

対象範囲等の議論に よ っ て今後の掛金水準を決め るべき であ り 、 そ の議論 も な

い 中で 、 掛金水準を記載する のは違和感が あ る 。

･ 掛金水準 3 万 円 は準備委員会や運営委員会で議論 さ れた話ではないので 、 数字

の 出 し方は再検討 して ほ しい。 ま た 、 掛金水準 2 万 1 千円 は 、 現行制度におい

て ｢ こ う あ る べ き だっ た ｣ と い う 額であ り 、 将来の掛金水準ではないので 、 数

字が一人歩き しない よ う 、 数字 と して 出すのは控えて ほ しい。
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○ 掛金の見直 し時期については 、 分娩機関におけ る妊産婦への説明や分娩費の

検討上の課題、 特に 自 治体立医療機関について議会決定等の対応に一定の期間

を要する こ と 、 お よ び短期間に頻繁に掛金が変わ る こ と への懸念等の観点 よ り 、

平成 27 年 1 月 に 、 補償対象 と な る脳性麻痺の基準等の見直 し 、 お よ び剰余金の

充当 と あわせて実施する べき と の ご意見が大勢を 占めた。

○ 現行制度にお け る掛金の取扱いについては 、 運営委員会 と して は補償対象 と

な る脳性麻痺の基準等の見直 しについて議論の上で将来の掛金水準を検討する

べき であ り 、 現行制度におけ る新た な補償対象者数の推計値に も と づ く 掛金水

準は示すべき でない と の ご意見が大勢を 占めた 。

《 制度創設時の掛金水準の設定経緯 (参考) 》

･ 産科医療補償制度運営組織準備委員会 (以下、 ｢準備委員会｣ と い う ) において 、

補償対象 と な る脳性麻痺の範囲や補償水準等の制度の あ り 方について検討が行わ

れた。

･ そ の 中で 、 補償対象 と な る脳性麻痺の範囲について は 、 調査専門委員会か ら の報

告を踏ま え現行の在胎週数 ･ 出生体重等の基準を決定する と と も に 、 そ の場合に

見込まれる補償対象者数は概ね年間 500 人~800 人であ る と さ れた。

･ 補償水準について は 、 準備一時金 と して数百万円 と 、 総額 2 千万円程度の分割金

を支給する こ と と さ れた。

･ 掛金の水準について は 、 こ れ ら の検討を踏ま え 、 - ｢対象 と な る児の数、 補償額、 分

娩機関の本制度への加入率な どについて精査 して給付費 を算出 し 、 こ れに所要の

事務処理経費 を加 えて総所用金額を算定 し 、 こ の金額を賄 う に足 る一件当 た り の

保険料額が設定 さ れ る ｣ (準備委員会報告書よ り 抜粋) と さ れた。

･ そ の後 、 評価機構において準備委員会報告書を厚生労働省に提出 し 、 厚生労働省

において同報告書を踏ま えて検討が行われ、 本制度の掛金は 3 万 円 と する こ と と

さ れた。

( 3 ) 剰余金お よ び掛金の取扱いにつ いて の基本的な考え方の取 り ま と め (案 )

○ 運営委員会におけ る 前記の議論を踏ま え 、 剰余金お よ び掛金の取扱いについ

ての基本的な考え方を匝國司の と お り 整理 した。

匿履司 剰余金お よ び掛金の取扱いについて の基本的な考え方 (案)

○ 今後 、 事務局 にて必要な整理を行い 、 運営組織 と して の基本的な考え方 と し

て社会保障審議会医療保険部会 (以下 、 ｢ 医療保険部会｣ と い う ) に報告 し 、 同

部会において議論が行われる 。
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3 ) 補償対象 と な る脳性麻痺の基準お よ び補償水準等に係る こ れま で
の経緯 と 今後の進め方につ いて

○ 補償対象 と な る脳性麻痺の基準お よ び補償水準に関す る制度設立時の検討経

緯は 、 恆粒司の と お り であ る o

匪霊軍司 補償対象 と な る脳性麻痺の基準、 補償水準 &こ 関す る 制度設立時の検討
経緯

○ 補償対象 と な る脳性麻痺の基準、 お よ び補償水準の見直 しの検討に あた っ て

は 、 制度設立時の検討経緯を踏ま え 、 制度の趣 旨の範囲内で議論を行 う 必要が

あ り 、 主に以下の観点で検討を行 う 。

① 制度運営の 中で明 ら かになっ た課題の改善

② 医学的に不合理な点の是正

③ 新たに得 られたデータ に も と づ く 適正化

○ 今後 、 ま ず補償対象 と な る脳性麻痺の基準の見直 しの検討を進め 、 補償水準

等については審議の状況 も踏ま えて 、 次回以降の運営委員会において検討に着

手する 。
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4 ) 補償対象 と な る脳性麻痺の基準の見直 uごつ いて

○ 補償対象 と な る脳性麻痺の基準の見直 しについて の検討に着手す る に あた り 、

こ れま での運営委員会にお け る 主な ご意見 、 お よ び医学的調査専門委員会 、 審

査委員会か ら運営委員会に提示 さ れた主な ご意見を 、 項 目 別に匪國到の と お り
整理 した。

恆国司 補償対象 と な る脳性麻痺の基準の見直 しに係 る これま での主な意見

惨考資料 1 - 産科医療補償制度 医学的調査専門委員会報告書

惨考資料 2 l 産科医療補償制度の見直 しに関する意見-審査過程での検討

○ 今後 、 こ れ ら の項 目 について 、 まずは 、 制度の趣 旨の範囲 と して今回検討を

行 う べ き課題であ る かを整理 した上で 、 見直す上で必要な医学的根拠等を踏ま

えなが ら 、 具体的な検討を進め る予定であ る 。
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5 ) 保険会社の事務経費等の取扱いにつ いて

○ 本年 7 月 2 5 日 に開催 さ れた第 64 回医療保険部会において 、 補償対象者数の

推計結果、 お よ びそれに も と づ く 今後の検討の進め方について報告を行っ た際

に 、 保険会社の事務経費等に関 して 、 ｢剰余金の返還の最低水準｣ 、 ｢剰余金の運

用益｣ 、 ｢制度変動 リ ス ク 対策費｣ について は 、 早期 に見直 しを図 る べ き と の ご

意見があっ た と こ ろ 。

○ 医学的調査専門委員会に よ る補償対象者数の推計結果等を踏ま え 、 平成 26 年

1 月 の保険契約において 、 それぞれ以下の と お り 見直 し を行 う こ と と す る 。

( 1 ) 剰余金の返還の最低水準

【経緯 と 現状】

○ 制度創設当 時は 、 通常の民間保険商品 と 同様に 、 補償対象者数が予測を上回

っ た場合は保険会社の欠損 、 下回 っ た場合は保険会社の利益 と な る保険設計 と

なっ ていた。

○ しか しなが ら 、 民間保険を活用 しつつ も公的性格の強い制度であ る こ と を踏

ま え 、 補償原資に剰余が生 じた場合に 、 剰余分が保険会社か ら運営組織に返還

さ れる仕組みを 、 第 4 回運営委員会 (平成 2 1 年 6 月 15 日 開催) において議論

し 、 導入 した。

○ その際 、 補償原資の剰余分のすべて を戻 し入れる こ と と す る と 、 偶然性を要

件 と する保険契約性が否定 され 、 掛け金が ｢保険料｣ ではな く ｢預か り 金｣ と

みな さ れる おそれも あ る こ と か ら 、 剰余金の返還の最低水準が必要 と さ れ、 そ

の水準について第 4 回運営委員会において議論が行われた。

○ その結果、 創設時の調査専門委員会報告書に も と づ く 補償対象者数の推計の

下限値よ り 、 剰余金の返還の最低水準を 300 人 と した経緯にあ る 。

【見直 し案】

○ 今般の医学的調査専門委員会報告書に よ る と 、 補償対象者数の推計値 48 1 人 、

推定区間 340 人~623 人であ る 。 こ の た め 、 制度創設時 と 同様に補償対象者数

の推計の下限値 よ り 剰余金の返還の最低水準を設定する と 、 340 人 と な る 。

○ 一方 、 同報告書においては 、 除外基準に該当す る か ど う かの判断が 困難な事

例についてすべて補償対象外 と した場合であ る ｢少な く 見積 も っ た場合｣ の推

定区間の下限 と して 、 2 78 人が示 さ れてい る 。

○ 剰余金返還の最低水準 と して は 、 今般の補償対象者数の推計の下限であ る 340

人 と 補償対象者数を最 も少な く 見積 も っ た場合の推定区間の下限であ る 278 人

と する こ と が考え られる が 、 本制度の公的性格等に鑑み、 2 78 人 と す る 。
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(参考) 平成 2 1 年生まれの児に係 る補償対象者数等 (平成 25 年 8 月 末現在)

補償対象者の確定件数 211 件

審査中 の件数 (※ 1 ) ･ 1 4 件

申請準備中 の件数 (※ 2 ) 1 38 件

合計 (参考) ･ 3 63 件

※ 1 児 ま た は保護者か ら運営組織に 申請が行われ補償可否の審査を行っ てい る と

こ ろ であ り 、 今後補償対象 と な る 可能性が あ る件数

※ 2 保護者や分娩機関 において脳性麻痺に係 る診断書等の 申請に必要な書類を準

備 してい る と こ ろ であ り 、 今後補償申請が行われる 見込みのあ る件数、 お よび一

旦補償申請が行われた も のの 、 その時点では将来の障害程度の予測が難 しいた め 、

適切な時期に再度診断を行 う こ と で補償対象 と な る 可能性があ る件数

( 2 ) 剰余金の運用益

【経緯 と 現状】

○ 補償原資に剰余が生 じた場合に 、 剰余分が保険会社か ら運営組織に返還 さ れ

る仕組みが導入 さ れた際 、 返還 さ れ る額は 、 保険料収入か ら 、 事務経費 、 お よ

び確定 した補償対象者数に補償額 (3 , 000 万 円 ) を乗 じた額を差 し 引 いた額 と

さ れた。

○ こ のため 、 現在の契約において は 、 返還部分について利息がつ く 取扱い と は

な っ てし 、 ズヱ し 、 。

【見直 し案】

○ 補償原資に剰余が生 じた場合、 保険会社か ら運営組織に返還 される剰余分に 、

そ の間の運用利息相 当額が付加 されて返還 さ れる仕組み と す る 。

○ 本制度の保険商品 は資産運用 を 目 的 と した金融商品ではな く 、 実際の運用状

況を管理する こ と は困難であ る こ と か ら 、 契約時に あ ら か じ め設定 した運用利

率を補償原資の剰余分に付加する こ と と す る 。

○ なお 、 あ ら か じ め設定する運用利率について は 、 透明性を確保 し 、 妥当 な利

率を設定で き る よ う 、 有識者か ら構成 さ れる検討会を設置 し 、 そ の見解を得て

決定する こ と と す る 。

( 3 ) 制度変動 リ ス ク 対策費

【経緯 と 現状】

○ 制度変動 リ ス ク 対策費は 、 医療水準向上等に伴い脳性麻痺児の生存率が統計

デー タ 取得時点 よ り 上昇する リ ス ク 、 統計デー タ 母数が少ないた め推計値が大

Q
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幅に外れる リ ス ク 、 長期 にわた る補償金支払い業務に伴 う 予期で き ない事務 ･

シス テム リ ス ク 等の予期でき ない リ ス ク に対応する費用 であ り 、 制度創設時よ

り 、 補償対象者数について 800 人の見込み と して算出 していた。

○ 平成 25 年 1 月 の契約においては 、 補償対象者数の推計に係 るデータ が明 ら か

に な ら ない 中ではあ っ た も の の 、 制度創設か ら 3 年か ら 4 年が経過 した状況に

あ る こ と も 踏ま え 、 厚生労働省お よ び保険会社 と も相談の上 、 補償対象者数に

ついて仮に 500 人の見込み と して見直 しを行っ た。

【見直 し案】

○ 制度変動 リ ス ク 対策費については 、 補償対象者数について今般の医学的調査

専門委員会にお け る推計値であ る 48 1 人の見込み と して算出する 。
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6 ) 補償申請の促進に係る取組み等の状況について

( 1 ) 補償 申請等の状況につ いて

①報告件数 (補償申請書類の請求件数)

○ 以下の と お り 、 報告件数は 、 3 月 以降 、 昨年に比 して大幅に増加 してい る 。

-曇平成 25年 “、 二 1月 、 - -" -÷ ‐2月 一三 亡 ナ3月 : も 一三 雑 月 三 6月 ･ 7 月 、 ‐ 8 月 - し ギ二言参考キャ ギメニ6月･

全体 3 1 件 24 件 36 件 43 件 69 件 46 件 53 件 72 件

平成 24 年

1 月 ~ 12 月

平均月 23 . 3 件平均 : 月 46 . 8 件 ( 1 月 ~8 月 )

内

平成 2 1 年

生まれ

5 件 I 4 件 I 1 2 件 I 1 0 件 I 1 5 件 l 1 5 件 l 1 9 件 I 2効牛

平成 24 年

1 月 ~ 12 月

平均月 4 . 2 件平均 : 月 13 . 1 件 ( 1 月 ~8 月 )

②申請件数 (補償申請の受付件数 )

○ 補償申請書類を請求 してか ら 、 運営組織に補償申請書類が提出 さ れ る ま でに

は平均 5 . 8 ヶ 月 を要 してい る こ と か ら 、 補償 申請を受 け付け る ま でには時間差

が あ る が 、 以下の と お り 7 月 以降、 増加傾向 を示 してい る 。

ヱ 平成 26年 - 1月 ‐2 月 - - こ 3 月 . 4 月 5 月 6 月 7月 8 月 - せ 参考 三 .

全体 17 件 2 3 件 17 件 20 件 2 3 件 22 件 37 件 34 件

平成 24 年

1 月 ~ 12 月

平均月 17 . 0 件平均 : 24 . 1 月 件 ( 1 月 ~8 月 )

内

平成 2 1 年

生まれ

2 件 I 5 件 - 6 件 2 件 l 6 件 I 3 件 - 6 件 I 1 0 件

平成 24 年

1 月 ~ 1 2 月

平均月 3 . 0 件平均 : 4 . 9 月 件 ( 1 月 ~8 月 )

③対象件数 (補償対象者数)

○ 上述の と お り 、 申 請件数が徐々 に増加 してい る こ と か ら 、 こ れに比例 して補

償対象者数 も今後増加する も の と 考え られる 。 なお 、 こ れま で補償申請が行わ

れた事例の う ち 、 審査の結果、 補償対象外 (再 申 請可能 と さ れた事例を除 く )

と さ れた事例は 、 約 4%であ る 。
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平成 25 年 1 月 2 月 三 - 3 月 4 月 三 - 5月 - 6 月 ワ‐ 月 - 8 月 - - 参考

全体 1 3 件 10 件 13 件 16 件 24 件 2 3 件 22 件 7 件

平成 24 年

1 月 ~ 12 月

平均月 14 . 4 件
平均 : 月 16 . 0 件 ( 1 月 ~8 月 )

内

平成 2 1 年

生まれ

0 件 I 0 件 - 4 件 I 6 件 - 2 件 I 6 件 - 3 件 I 3 件

平成 24 年

1 月 ~ 12 月

平均月 2 . 4 件平均 : 月 3 . 0 件 ( 1 月 ~8 月 )

團回 補償申請等の状況 “こっぃて

( 2 ) 今後の補償申請等の見込みにつ いて

○ 制度周知に向 けて取 り 組んでき た結果、 上述の と お り 、 報告件数は こ こ 半年

で大幅に増加 してお り 、 8 月 については こ れま でで最 も多 く の報告 (補償申請

書類の請求) が あ っ た。

【平成 2 1 年生まれ】 (平成 25 年 8 月 末)

補償対象者の確定件数 2 1 1 件

審査中 の件数 14 件

申請準備中 の件数 138 件

合計 (参考) 363 件

○ 報告件数 (補償申請書類の請求件数) は 、 4 月 以降毎月 増加 してお り 、 9 月

以降 も 更に増加する 可能性 も十分にあ る 。

○ 年明 け以降については 、 平成 2 1 年生まれの児が 、 順次申請期限を迎え る こ

と か ら報告件数 も順次減少する も の と 考え られ る が 、 平成 2 1 年の後半に 出生

した児を 中心に 申請期限直前ま で一定の報告 (補償申請書類の請求) が あ る も

の と 想定 される 。

○ 仮に 9 月 以降 、 報告件数 (補償申請書類の請求件数) が増加 しない と 仮定

した場合、 今後 の補償申請等の見込みイ メ ージは 、 匪歴司の と お り であ る 。
見込み 1 : 8 月 を ピーク と して 、 9 月 以降 12 月 ま で横ばいで推移。 年明 け以降は毎

月 1/ 12 ずつ減少。

見込み 2 : 8 月 を ピー ク と して 、 9 月 は横ばい。 1 0 月 か ら 12 月 ま では今年 8 ヶ 月

間 の平均値で推移。 年明 け以降は毎月 1/ 12 ずつ減少。

○ なお 、 こ れま での実績では 、 報告件数 (補償申請書類の請求件数) の 内 、

約 9% は 申請に至っ ていない。
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○ ま た 、 申 請 さ れた事例の内 、 審査の結果約 4%が補償対象外 と さ れてい る 。

踵國司 今後の補償 申請等の見込みについて

( 3 ) 補償 申請の促進に関す る取組みにつ いて

○ 補償申請を促すため 、 前回の第 23 回運営委員会 (8 月 30 日 ) 以降 、 新たに

以下の取組みを実施ま たは予定 してい る 。

【医療関係者に補償対象の考え方等 を正 し く 理解 し て も ら う ための取組み】

日 一本産婦人科医会 - - ′

9 月 24 日 ｢補償対象 と な っ た参考事例｣ が会員に送付 さ れる予定で

あ る 。

参考資料 3

三日本重症心身障害学会 ÷ - -

9 月 26 日

~9 月 27 日

栃木で開催 さ れる 学術集会において 、 ｢補償対象 と な っ た

参考事例｣ 等 を配布する予定であ る 。

参考資料 3

【脳性麻痺児の保護者に本制度 を認知 し て も ら う ための取組み】

テ 全国児童発達支援協議会 - ~ - ‐ - -

9 月 7 日 関東ブ ロ ッ ク の会員施設 (約 200 施設) を通 じ 、 補償対

象 と 考え られる 平成 2 1 年生まれの児の保護者に制度の案

内 ｢補償申請期限のお知 らせ｣ を行い 、 個別に補償申請を

促 してい る 。

なお 、 関東ブ ロ ッ ク 以外の施設 (約 400 施設) について

も 、 今後対応する 予定であ る 。

参考資料 4

肢体不自 由児施設等 ･ “ ‐ ｣

9 月 3 日

~9 月 9 日

全国肢体不 自 由児施設運営協議会 (5 9 施設 ) 、 日 本重症心

身障害福祉協会 ( 124 施設) 、 国立病院機構重症心身障害

協議会の会員施設 (74 施設) 新生児医療連絡会 (28 1 施

設) の会員施設を通 じた 、 脳性麻痺児の保護者に個別に補

償 申請を促す取組みに関 し 、 資料送付後 、 すべて の施設

( 5 3 8 施設) の施設長等に電話連絡 し 、 取組みについて協

力要請を行っ た。

参考資料 4

新聞 -

9 月 1 7 日 共同通信社 よ り 、 補償 申請期限等に 関す る記事が配信 さ

れ、 地方紙な ど 10 紙に掲載 さ れた。

参考資料 5
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- -専門誌 -

9 月 2 5 日 ｢助産雑誌｣ 9 月 号に本制度の紹介、 お よ び補償申請期限

等について掲載 さ れる 予定であ る 。

ご全国肢体不 自 由児 (者) 父母の会連合会二言 -

10 月 会報誌において本制度の紹介、 お よ び補償申請期限等につ

いて掲載 さ れる 予定であ る 。

- - 、 一 - -、 ′弍、-

○ なお 、 補償 申請の促進に関 し 、 こ れま でに取組んだ内容に関 して は 、 適宜

運営委員会こて報告を行っ てい る が 、 恆國圃の と お り 取 り 纏めた。

窿国司 補償 申請の促進こ係 る これま での取組みについて

( 4 ) 補償申請の促進に関す る 緊急対策会議

○ 補償 申請の促進を図 る こ と を 目 的に 、 9 月 11 日 々 こ ｢第 2 回 補償申請の促

進に 関する緊急対策会議｣ を 開催 した。

【主な意見】

○ 新聞 を通 じて政府広報や広告を実施 してい る が 、 若い保護者は新聞 を購読 し

ていない こ と も 多いため 、 イ ンタ ーネ ッ ト な ど を活用 した周知 を行っ て は ど う

か。

○ 各関係団体のホームページに本制度の補償 申請に関す る ページを リ ン ク し

て は ど う か。

○ 補償申請の促進のた め に フ リ ーダイ ヤルを設置 したが 、 電話だけではな く 、

保護者の心理的負担が よ り 少ない メ ールで問合せを受 け ら れ る よ う るこ し て は

ど う か。

○ 障害を持っ た児の こ と は 、 各市町村の発達健診の窓 口 が最 も把握 してい る と

思われる ので 、 児 と 接する それ ら の担当者に対する 周知が効果的ではないか。

○ ｢分娩に関連 して発症 した ｣ と の フ レーズを見直 さ ない と 、 分娩時に何 ら か

の異常 (新生児仮死等) が ない と 補償対象にはな ら ない と の誤解がいつま で も

解消 されないのではないか。

【 緊急対策会議を踏ま えた今後の課題 ･ 取組み】

○ 現在実施中 あ る いは予定 してい る 取組みに加え 、 新た に以下の課題 ･ 取組み

に対応する こ と と す る 。
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イ ン タ ーネ ッ ト 、 携帯電話 (ス マー ト フ オ ン) を活用 した広告等の検討 :

メ ールで問合せ対応の検討 (専用 メ ールア ド レス の設定お よ びア ド レス ;

" の周知 )

○ なお 、 ｢補償 申請の促進に関する緊急対策会議｣ については 、 2 回の会議を

重ね 、 促進に 向 けた取組みについて意見 ･ 施策が 出揃っ た こ と か ら 、 今回 を も

っ て-旦終了 と し 、 今後必要が生 じた場合は 、 あ ら ためて開催する こ と と す る 。
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剰余金およ び掛金の取扱 ･ ･につ いての基本的な考え方 (案) 1寶彌回

剰余金の取扱いにつ いて

① 運営組織に返還 された剰余金については 、 基金を設置する な ど し 、 将来の本

制度の掛金 (※ ) に充 当する 。

※ 将来の掛金水準について は 、 補償対象 と な る脳性麻痺の基準お よ び補償水準等の見

直 し るこ 関する議論を踏ま え 、 改めて検討する 。

② 具体的な充当額は 、 補償対象 と な る脳性麻痺の基準お よび補償水準等の見直

しに関する議論 と あわせて 、 長期安定的な制度運営の観点 も踏ま え対応する 。

③ 充当 開始時期は 、 平成 27 年 1 月 への前倒 しに向 けて具体的な対応策につい

て検討を行 う (※ ) 。

※ 本制度の補償申請期間は児の満 5 歳の誕生 日 ま でであ り 、 平成 2 1 年の保険契約 につ

いて補償対象数が確定 し剰余金が返戻 される のは平成 27 年中頃 と な る 。 こ のた め 、

剰余金の充当 開始を平成 27 年 1 月 へ前倒 しす る ため には 、 補償対象者数の確定時期

の前倒 しな ど難 しい課題の解決を しなければな ら ない。

ま た 、 保険者か ら早急に掛金水準の見直 し を求め られてい る こ と る こ も 考慮す る必要 ′

が あ る が 、 充当 開始時期 を平成 26 年の期 中へ さ ら に前倒す と した場合は 、 運営組織

に返還 さ れる ま での間 、 1 ヶ 月 当 た り 約 9 万分娩に対する 充当財源を確保する対応

策の検討が必要 と な る 。

2 . 掛金の取扱いについて

( 1 ) 掛金水準の見直 し の時期

掛金水準は 、 以下の①か ら③に よ る 見直 しが考え られる が 、 分娩機関にお け る

対応可否や影響等を考慮する と 、 掛金水準の見直 しは①か ら③を同時に行 う こ と

が適当 であ り 、 そ の時期は平成 27 年 1 月 が望ま しい と 考え る 。 ( ※ 1 )

一方 、 保険者か ら は早急に掛金水準の見直 し を実施すべき と の意見が あ り 、 平

成 27 年 1 月 よ り 前に①か ら③に よ る 見直 し を 同時に行 う こ と の可否について 、 継

続的に検討する 。 ( ※ 2 )

① 補償対象者数推計の見直 し

② 補償対象 と な る脳性麻痺の基準等お よ び補償水準等の見直 し

③ 剰余金の掛金への充当

※ 1 ①か ら③に よ る 見直 し を 同時に平成 27 年 1 月 に行 う こ と が望ま しい と す る理由

･ 掛金水準の見直 しに際 しては 、 掛金の額お よび出産育児一時金の対応方針を決

定の上で分娩機関に対 して周知 を行い 、 分娩機関においてはそれを踏ま えて分

娩費の改定等の対応を行 う 必要が あ る 。 例 えば 自 治体立医療機関 においては分

娩費の改定に議会での決定を要する な ど 、 早期に これ ら の対応を完了する こ と

は現実的に困難であ る 。

･ ①か ら③に よ る 見直 しの時期が異な る場合、 短期間 に複数回の掛金水準の見直



し を行 う こ と にな る 。 分娩機関においては 、 その度に分娩費の改定の検討、 妊

産婦登録 (補償契約の締結) 済の妊産婦への再説明等を行 う こ と と な り 、 診療

現場お よび妊産婦に相 当 の混乱が生 じ る 。

※ 2 平成 27 年 1 月 よ り 前に①か ら③に よ る 見直 し を同時に行 う こ と の課題

･ ①お よび②に よ る 見直 しは 、 実務的な準備期間 を短縮する こ と な どに よ り 平成 26

年 10 月 や 1 1 月 項に前倒 しでき る 可能性があ る が 、 ③については 、 前記 1 . の③

の と お り 、 運営組織に返還 さ れる ま での間 、 1 ヶ 月 当 た り 約 9 万分娩に対す る 充

当財源を確保する対応策の検討が必要 と な る 。

( 2 ) 掛金水準の見直 し の考え方

掛金水準は 、 医学的調査専門委員会に よ る補償対象者数の推計結果、 お よ び

今後の補償対象 と な る脳性麻痺の基準お よ び補償水準等の見直 し を踏ま え必

要な掛金の額か ら 、 剰余金の充当額を差 し引 いた水準 と す る 。

｢将来の掛金水準｣ = ｢推計結果お よ び補償対象 と な る脳性麻痺の基準等の見

直 し を踏ま え必要な掛金の額｣ - ｢剰余金の充当額｣

なお 、 ｢推計結果お よ び補償対象 と な る脳性麻痺の基準等の見直 し を踏ま え 、

必要な掛金の額｣ について は 、 現行の掛金水準 30 , 000 円 は制度創設時の調査

専門委員会にお け る 調査結果に も と づ く 補償対象者数推計値の上限であ る年

間 800 人 を も と に設定 さ れてお り 、 制度創設時 と 同様、 新たな推計値の上限で

あ る年間 623 人を も と に算出 した 2 1 , 000 円 に 、 補償対象 と な る脳性麻痺の基

準等の見直 しの検討の結果を加味 し 、 算出する こ と が適当 と 考え られ る 。 ( ※ )

※ 医学的調査専門委員会に よ る新たな補償対象者数推計値は 48 1 人であ り 、 こ れは

沖縄県の調査結果に も と づ く 重度脳性麻痺児の発生数を全国の 2009 年の 出生数に

あて はめた数値であ る 。 沖縄県の調査結果を全国の出生数に あて はめ る に際 して は 、

統計学的に一定程度の幅が生 じ る こ と か ら 、 専門委員会では 、 ｢真の予測値 (推計値)

が含まれる 可能性が高い と 考え られる 幅｣ と して 、 推定区間の 340~623 人が併せ

て示 さ れた。 こ れは 、 全国の補償対象者数が こ の範囲内 に収ま る 可能性が高い こ と

を意味 してい る 。

こ の よ う に補償対象者数の推計値に大 き な変動幅が存在する 状況下において は 、

仮に 、 補償原資に剰余が生 じた場合に剰余金が保険会社か ら運営組織に返還 さ れ る

仕組みを撤廃 し 、 補償対象者数推計値等を も と に掛金水準を設定 した場合、 予測 と

実態が舵雛する こ と に よ り 、 保険会社に過大な利益や損失が生 じ る こ と にな る 。

制度創設か ら十分な期間が経過 してお らず 、 補償対象者数に係 る全国的な実績デ

ータ も蓄積 さ れていない 中 、 変動幅の あ る推計結果に も と づき 掛金水準を設定する

に際 して は 、 保険会社に過度の利益や損失が生 じ る こ と の ない よ う 、 推定区間 の上

限を も と に掛金水準を設定 し 、 補償原資に剰余が生 じた場合に剰余金が保険会社か

ら運営組織に返還 さ れ る現行の仕組みを維持する こ と が適当 と 考え られる 。
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ま た 、 創設時の補償対象者数の推計の下限値よ り 300 人 と 設定 してい る現在の剰

余金の返還の最低水準は 、 制度創設時 と 同様の考え方に基づ く と 推定区間の下限で

あ る 340 人 と な る が 、 本制度の公的性格に鑑み、 補償対象者数を最 も少な く 見積も

っ た場合の推定区間の下限であ る 278 人 と する (詳細は ｢ 5 ) 保険会社の事務経費等

の取扱いについて｣ の ｢ ( 1 ) 剰余金の返還の最低水準｣ 参照) 。



補償対象 と な る脳性麻痺の基準 、 補償水準に関する制度設立時の検討経緯

1 . 与党 ｢産科医療における無過失補償制度の枠組みについて｣ (平成 1 8 年 1 1 月 )

《補償の対象者》

･ ｢分娩にかかる 医療事故靖こ よ り 障害等が生 じた患者に対 して救済する こ と 、

補償の対象者は 、 ｢通常の妊娠 ･ 分娩に も かかわ らず 、 脳性麻痺 と な っ た場

合｣ と す る こ と が示 さ れた。

《補償の額等》

･ 補償額については ｢保険料額や発生件数等を見込んで適切に設定｣ 、 ｢現段階

では0千万円前後 を想定｣ と さ れた。

2 . 産科医療補償制度調査専門委員会 (平成 1 9 年 8 月 ) および産科医療補償制度運営組

織準備委員会 (平成 20 年 1 月 )

○ 枠組みに基づき 、 補償対象 と な る脳性麻痺の基準、 補償水準を含めた具体的な制

度内容について 、 産科医療補償制度調査専門委員会お よび産科医療補償制度運営

組織準備委員会において検討が行われた。

《補償対象 と な る脳性麻痺の基準》

･ ｢分娩に係 る 医療事故｣ と ｢通常の妊娠 ･ 分娩｣ の範囲 を 中心に 、 具体的な

補償対象 と な る脳性麻痺の基準について調査専門委員会において検討が行わ

れ、 その結果を も と に準備委員会で議論 し決定 さ れた。

･ ｢通常の妊娠 ･ 分娩｣ について 、 まず脳性麻痺 と な っ た原因が ｢分娩に係 る

医療事故｣ と は考え難い妊娠 ･ 分娩の範囲 を検討 し 、 それを除いた も のが該

当する と 考えた。 具体的には 、 脳性麻痺の リ ス ク が高ま る た め 、 ｢分娩に係 る

医療事故｣ と は考え難い 、 未熟性が原因 と な る脳性麻痺について 、 出生体重

や在胎週数に よ り 判断する基準を定めた。 (一般審査基準 : 出生体重 2 , 0 0 0g 以

上 、 かつ在胎週数 33 週以上)

･ 一方 、 未熟児であ っ て も ｢分娩に係 る 医療事故｣ に よ り 脳性麻痺 と な る事例

は あ り え 、 出生体重や在胎週数を絶対的な基準 と す る こ と は難 しい こ と な ど

か ら 、 基準に近い児については 、 分娩に係 る 医療事故に該当する か否か と い

う 観点か ら個別審査の基準を設け る こ と と した。 (個別審査基準 : 在胎週数 28

週以上)

･ 次 に 、 脳奇形等先天性の要因 に起因する脳性麻痺や分娩後 に生 じた脳性麻痺

等は ｢分娩に係 る 医療事故｣ に よ り 生 じた脳性麻痺 と は考え られない こ と か

ら 、 先天性要因や新生児期の要因 について除外基準を定めた。

･ 重症度について は 、 特に看護 ･ 介護の必要性が高い重症者 と し 、 そ の範囲 を

身障 1 級お よ び 2 級相 当 と した。
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《補償水準》

･ 準備委員会において 、 具体的な補償金額は 、 看護 ･ 介護費用 の実態及び本制

度の補償の対象者見込み数や保険料額、 事務経費等 を総合的に勘案 し検討す

る こ と と した。

｢具体的な補償水準は 、 児の看護 ･ 介護に必要 と な る 費用 、 特別児童扶養手

当 ･ 障害児福祉手当等の福祉施策 、 類似の制度にお け る補償水準※ 1 、 更 には

安定的な制度運営 、 財源の問題等を総合的に考慮 した う えで 、 本制度の 目 的

に照 ら して効果的 と認め られる程度※2 の も の ｣ と した。

※ 1 自 動車損害賠償責任保険の支払限度額 (最高 4, 0 0 0 万 円 ) 等

※2 目 的について 、 準備委員会委員長は、 第 1 2 回準備委員会で ｢ 目 的 、 こ れは看護 ･

介護の経済的負担の軽減 と 紛争防止 と 早期解決 と い う 目 的だろ う と 思いますけ

れ ど も 、 こ う い う ｢ 目 的に照 ら しま して 、 必要に して十分な額で効果的な も の ｣

と い う こ と に な る んではないか と 思 う (後略) ｣ と 説明 。

･ ま た 、 ｢具体的な補償金額は 、 上述の よ う な こ と を念頭において商品の収支に

ついての専門的検討の う え に立っ て設定 さ れな ければな ら ない ｣ た め 、 準備

委員会においては具体的な補償額を決定 しなかっ たが 、 おお よ そ の グ ラ ン ド

デザイ ン と して 、 看護 ･ 介護を行 う た めの基盤整備のた め の準備一時金 と し

て数百万円 、 補償分割金 と して総額 2 千万円程度を 目 処に 20 年分割※3 に して

支給する こ と を示 した。

※ 3 児の生涯に渡 り 補償すべき と の意見 も あ っ たが 、 実務的な観点 、 特別児童扶養

手当 ･ 障害児福祉手当等の福祉施策内容お よび特に養育の観点での支援が必要 と

の観点か ら 、 20 年間 の分割払 と な っ た。

3 . 具体的な補償額の決定

○ 準備委員会報告書を踏ま え厚生労働省において検討 さ れ 、 補償対象者数や掛金の

水準等 も考慮の上で 、 準備一時金 と して 600 万円 、 補償分割金 と して総額 2 , 40 0

万 円 、 合計 3 , 0 0 0 万 円 と す る こ と と さ れた。

以 上
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《参考 与党枠組み 、 医学的調査報告書 、 準備委員会報告書にお け る 関連箇所》

｢産科医療に お け る 無過失補償制度の枠組みに つ い て ｣ よ り 抜粋

<趣 旨 >

安心 して産科医療を受 け られ る環境整備の一環 と して 、 1 ) 分娩に係 る 医療事故に よ り 障害

等が生 じた患者に対 して救済 し 、 2 ) 紛争の早期解決を図 る と と も に 、 3 ) 事故原因の分析を

通 して産科医療の質の向上を図 る仕組みを創設。

< 補償の対象者>

･ 補償の対象は 、 通常の妊娠 ･ 分娩にかかわ らず、 脳性麻痺 と な っ た場合 と す る 。 なお 、 通常

の分娩の定義や障害の程度、 対象者の発生件数の調査な ど制度の詳細な仕組みについて は 、

事務的に検討。

< 補償の額等 >

･ 補償額について は 、 保険料額や発生件数等を見込んで適切に設定。 現段階では0千万円前後

を想定。

｢産科医療補償制度設計に係 る 医学的調査報告書｣ よ り 抜粋

1 ) 本制度におけ る ｢通常の妊娠 ･ 分娩｣ の考 え方

検討の前提であ る枠組みにおいて 、 そ の趣旨は 、 ｢分娩時の医療事故 (参考) では 、 過失の有

無の判断が困難な場合が多 く 、 裁判で争われる傾向が あ り 、 こ の よ う な紛争が多い こ と が産科医

不足の理由 のひ と つ。 こ のた め 、 安心 して産科医療を受け られ る環境整備の一環 と して 、 ①分娩

に係 る 医療事故に よ り 障害等が生 じた患者に対 して救済 し 、 ②紛争の早期解決を図 る と と も に 、

③事故原因の分析を通 して産科医療の質の向上を図 る仕組みを創設する 。 ｣ であ り 、 さ ら に 、 補

償の対象は 、 ｢通常の妊娠 ･ 分娩に も かかわ らず、 脳性麻痺 と な っ た場合 と す る 。 ｣ と 示 さ れてい

る 。 し た が っ て 、 本報告書を取 り ま と め る に あた り 、 ｢分娩に係 る 医療事故｣ と ｢通常の妊娠 ･

分娩｣ の 2 点 を念頭に置いて検討する こ と と した。

そ こ で 、 本制度におけ る ｢通常の妊娠 ･ 分娩｣ について 、 まず脳性麻痺 と な っ た原因が ｢分娩

に係 る 医療事故｣ と は考え難い妊娠 ･ 分娩の範囲 を検討 し 、 それを除いた も のが該当す る と 考え

た。 具体的には 、 脳性麻痺の リ ス ク が高 ま る た め 、 ｢分娩に係 る 医療事故｣ と は考え難い 、 未熟

性が原因 と な る脳性麻痺について 、 調査結果に基づ き 、 出生体重や在胎週数に よ り 判断する基準

(以下 ｢未熟性の基準｣ と い う 。 ) について検討 した。

一方で 、 未熟児であ っ て も 、 ｢分娩に係 る 医療事故｣ に よ り 脳性麻痺 と な る事例が あ り う る こ

と か ら 、 未熟性が原因で脳性麻痺 と な っ た児を ｢通常の妊娠 ･ 分娩｣ か ら 除外する と い う 考 え方

に反対の意見が あ っ た。 ま た 、 出生体重や在胎週数に よ る基準を設定する こ と は適 当 ではない と

い う 意見 も あ っ た。

次に 、 脳奇形等先天性の要因 に起因する脳性麻痺や分娩後 に生 じた脳性麻痺等は ｢分娩に係る

医療事故｣ に よ り 生 じた脳性麻痺 と は考え られない こ と か ら 、 除外基準について検討 した。
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｢産科医療補償制度運営組織準備委員会報告書｣ よ り 抜粋

①出生体重 ･ 在胎週数に よ る 基準

一定の出生体重や在胎週数に よ っ て 、 分娩に係 る 医療事故に起因する こ と と は考え難い 、 未

熟性に よ る脳性麻痺の発生率が大き く 低下する こ と に着 目 し 、 原則 と して一定の出生体重や在

胎週数の数値以上の場合は ｢通常の分娩｣ と 整理 し 、 こ の通常の分娩に も かかわ らず脳性麻痺

と な っ た場合に対象 と す る も のであ る 。 一定の数値について は調査報告書を も と に 出生体重

2 , 000 g 以上 、 かつ在胎週数 33 週以上 と する こ と が適当 であ る 。

②個別審査

臓器 ･ 生理機能等の発達が未熟なため に 、 医療を行っ て も脳性麻痺 と な る リ ス ク を回避でき

る 可能性が医学的に極めて少ない児については 、 分娩に係 る 医療事故に該当する と はお よ そ考

え難い こ と か ら 、 原則 と して個別審査の対象 と しない。 こ の よ う な児 と は 、 具体的に 、 在胎週

数 28 週未満の児 と 考え られる 。 以上 よ り 、 原則 と して個別審査に よ り 補償の対象 と な る児 と

は 、 在胎週数 28 週以上であ っ て 、 以下のア . イ . のいずれかの場合に該当する児 と する 。 (以

下略)

③重症度

本制度は 、 分娩に係 る 医療事故に よ り 脳性麻痺 と な っ た児お よびその家族の経済的負担の速や

かの補償を 目 的のひ と つ と してい る た め 、 補償の対象の範囲は 、 特に看護 ･ 介護の必要性が高い

重症者 と する 。 補償対象 と する重症者の重症度は 、 具体的 には身障 1 級お よ び 2 級相 当 と す る こ

と が適 当 であ る 。

④除外基準

分娩に係 る 医療事故に該当す る と は考え難い 、 出生前お よ び出生後の要因 に よ っ て脳性麻痺 と

な っ た場合に関 し て は 、 除外基準 と して あ ら か じ め補償の対象か ら 除外する 。

ア . 先天性要因 (以下略)

イ . 新生児期の要因 (以下略)

｢産科医療補償制度運営組織準備委員会報告書｣ よ り 抜粋

具体的な補償水準は 、 児の看護 ･ 介護に必要 と な る 費用 、 特別児童扶養手当 ･ 障害児福祉手

当等の福祉施策、 類似の制度におけ る補償水準、 更 には安定的な制度運営 、 財源の問題等を総

合的に考慮 した う えで 、 本制度の 目 的 に照 ら して効果的 と 認め られる程度の も の に設定する必

要が あ る 。 ( 中略)

具体的な補償金額は、 上述の よ う な こ と を念頭において商品の収支について の専門的検討の

う え に立っ て設定 されな ければな ら ないが 、 おお よ その グ ラ ン ドデザイ ンは以下の と お り と 考

え る 。

看護 ･ 介護を行 う た めの基盤整備のた めの準備一時金 と して数百万円 を対象認定時に支給す

る 。 分割金について は総額 2 千万 円程度を 目 処 と し 、 こ れを 2 0 年分割 に し て原則 と して生

存 ･ 死亡 を問わず定期的に支給する 。 ( 中略)
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こ う した制度を賄 う 保険料については 、 対象 と な る児の数、 補償額、 分娩機関の本制度への

加入率な どについて精査 して給付費を算出 し 、 こ れに所要の事務処理経費を加えて総所要金額

を算定 し 、 こ の金額を賄 う に足 る一件あた り の保険料額が設定 さ れる 。

現状では 、 こ の収支見込みを行 う &こ 当 た っ て必要なデータ が決定的に不足 してい る 状況にあ

り 、 収支の算定には思わぬ リ ス ク も介在 してい る 。

したが っ て 、 本制度の持続的 、 安定的な運営を図 っ てい く た め には 、 当 面は若干余裕を持っ

た保険料額を設定する こ と もやむを得ないが 、 医療保険料を原資 と する こ と が想定 さ れてい る

制度であ っ て 、 過大な負担を求め る べき でない。
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補償申請等の状況につ いて (全出生年)

報告件数 (補償申請書類の請求件数の推移 (全出生年) )
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1 月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 1 0月 1 1 月 1 2月
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補償申請等の状況について (平成2 1 年生まれ)

報告件数 (補償申請書類の請求件数の推移 (平成2 1 年生まれ) )

“ - - 、 ′ 成 24年 一一平 、 25

件 “
数
( お

月

別 “

1 月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 1 0月 1 1 月 1 2 月

申請件数 (補償申請書類の受付件数の推移 (平成21 年生まれ) )
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- - 、 ′ 成24年 --平成25
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< 平成2 1 年生 まれ>

今後の補償申請等の見込みにつ いて 【参考イ メ ージ 】

今後の報告件数 (補償 申請書類の請求件数 ) の賜雌移見込み

ば" -平成25年8月 末現在
万 一 平成25年9 月 以降 (見込み 1 )

/ ＼ - ＼＼ - 平成25年9 月 以降 (見込み2 )
“ // 、. ･ 、 、

/ ＼ 、 ･ 、

多の 〆 ｣＼＼""＼＼
、 、 、、、、

~へ -
ク 1 1 - l - - " - - "

ゞ " 令 令 会 合 令 き い き き ふきふ き 会 合 ふ き " ご 令 ふ き ""~も

-- 平成25 乙年8 月 末現在

一 平成25年9 月 以降 (見込み 1 )

一 平成25年9 月 以降 (見込み2 )

/ ＼ ＼ 、 、
イ ｣＼＼ ＼‐
/ ) ＼＼＼、

、〉 ‐ 、 、 . ･

、 、 、、、、
~へ -

I 見込み 1 : 8 月 をピークとして 、 9 月 以降 1 2月 まで横ばい。 年明け以降は毎月 1 月 2ずつ減少。
見込み2 : 8 月 をピークとして 、 9 月 は横ばい 。 1 0 月 から 1 2 月 までは今年8ヶ月 間の平均値で推移。 年明け以降は 1 / 1 2ずつ減少。 -
今後の補償申請の見込み
〔8月 末 (補償対象者の確定件数十審査中 の件数十 申請準備中 の件数) +今後の報告件数の累計推移見込み〕

7勿 ‐

籔

““ ｣ ′ ′ ′ ′ ′ ′ 〆 ′ 〆 〆 - - - 一
"" ≧ 乙 チ キ キ ノナ ノダ ." 〆 “ 多 " ｣ “ 岬 " - - - - - - - -
“"" ′ テ ー ‐ 平成2 5年9 月 以降 (見込み 1 )
, ““ ノメナテノノノノ - - 平成25年9 月 以降 (見込み2 )

ー平成25年8月 末現在
““

メ クク
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′｣ /〆 キ キ ノナ ノダ ナメ 〆 “ 多 " ｣ “ 岬 慶 一

ノ テ

- - 平成2 5年9 月 以降 (見込み 1 )

一 ‐ 平成25年9 月 以降 (見込み2 )

ー平成25年8月 末現在

- - - - - - - - - - ‘ I

※注意 : 以下の要素は加味されていない 。

･ これまでの実績では 、 報告件数 (補償申請書類の請求件数) の内 、 約 9%は申請に至っていない。 また申請された事案の内 、
審査の結果約4%が補償対象外とされている 。 -

･



- - - - - - - - = ′

補償申請の促進に係るこれまでの取組みにつし、て

産科医療関係者 【 日 本産婦人科医会 】

･ 日 本産婦人科医会
･ 日 本産科婦人科学会
･ 日 本助産師会
･ 日 本助産学会
･ 日 本看護協会
･ 加入分娩機関

. 学術集会において 、 ｢産科医療補償制度の補償対象の範囲について｣ と題した文
書が配布 ･ 説明された 。

･ 日 本産婦人科医会ホームページに 、 ｢産科医療補償制度の補償対象の範囲につ
いて｣ と題した文書が掲載された 。

日 本産婦人科医会報に 、 補償申請期限の周知 に関する文書が掲載された 。

. ｢ 産科医療補償制度の 申請期限は満5歳の誕生 日 までです｣ と題 したチラシが会
員 に送付された 。

日 本産婦人科医会ホームページに 、 補償対象となった参考事例が掲載された 。

【 日 本産科婦人科学会】

･ 学術集会において 、 ｢産科医療補償制度の 申請期限は満5歳の誕生 日 まででず｣
と題したチラシが配布された 。

･ 学会ホームページに 、 補償対象となった参考事例および補償対象の範囲と考え方
に関する文書が掲載された 。

【 日 本助産師会】

･ 日 本助産師会理事会 ･ 代表者会議において、 ｢産科医療補償制度の補償対象の
範囲について｣ と題した文書が配布 ･ 説明された 。

･ 日 本助産師会の機関誌 ｢助産師｣ に 、 ｢補償対象の考え方と参考事例 ｣ と題した文
書が掲載された 。

･ ｢ 産科医療補償制度の 申請期限は満5歳の誕生 日 まででずJ と題したチラシが会
員 に送付された 。

･ 学術集会において ｢産科医療補償制度の 申請期限は満5歳の誕生 日 までです｣ と
題 したチラシが配布された 。

日 本助産師会ホームページに 、 補償対象となった参考事例が掲載された 。

【 日 本助産学会】

･ ｢産科医療補償制度の 申請期限は満5歳の誕生 日 までです｣ と題したチラシが会
員 に送付された 。

【 日 本看護協会 】

･ ｢産科医療補償制度の 申請期限は満5歳の誕生 日 まででず｣ と題したチラシが会
員 に送付された 。

【加入分娩機関 】

. ｢産科医療補償制度の補償対象の範囲 について｣ と題 した文書を送付した 。

･ ｢ 産科医療補償制度の補償対象について｣ と題した文書を送付した 。

･ 産科医療補償制度Webシステムのインフオメーション画面に 、 補償申請期限の周
知 に関する注意喚起文書を掲載した 。

･ ｢ 産科医療補償制度の 申請期限は満5歳の誕生 日 までです｣ と題 したチラシおよび
ポスターを送付した 。

･ 補償対象となった参考事例および補償申請の事務に携わる担当者向 けの文書を
送付した 。

平成24年 1 0 月

平成24年 1 0 月

平成24年 1 1 月

平成2 5年 1 月

平成25年2 月

平成25年 8 月

平成25年5 月

平成25年8 月

平成24年 1 1 月

平成25年2月

平成25年2月

平成2 5年5 月

平成25年8 月

平成25年4 月

平成25年 3 月

平成24年 1 0 月

平成24年 1 2 月

平成2 5年 1 月

平成25年2 月

平成25年8 月



に

機会が多い医療関係
者

･ 日 本小児神経学会
. 日 本 リハビ リテーション
医学会

･ 日 本未熟児新生児学会

【 日 本小児神経学会 】

･ 日 本小児神経学会ホームページに 、 ｢補償対象の考え方と参考事例 ｣ と題した文
書が掲載された 。

･ ｢ 産科医療補償制度の 申請期限は満5歳の誕生 日 まででず｣ と題したチラシが会
員 に送付された 。

平成24年 1 0 月

平成25年 2 月

･ 日 本周産期 ･ 新生児
医学会

･ 日 本小児科学会
･ 日 本小児総合医療施設
協議会

･ 日 本重症心身障害福祉

･ 学術集会において 、 ｢産科医療補償制度の 申請期限は満5歳の誕生 日 までです｣
と題 したチラシが配布された 。

･ 日 本小児神経学会ホームページに 、 補償対象となった参考事例および補償対象 平成25年7 月
の範囲 と考え方に関する文書が掲載される とともに 、 会員へメール送信された 。

平成25年5 月

協会 【 日 本リ ハビ リテーション医学会 】

･ 日 本 リ ハビ リテーショ ン医学会ホームページに 、 ｢補償対象の考え方と参考事例 ｣
と題した文書が掲載された 。

･ ｢産科医療補償制度の 申請期限は満5歳の誕生 日 まででず｣ と題したチラシが会
員に送付された 。

･ 日 本 リ ハビ リテーション医学会ホームページに 、 補償対象となった参考事例および
補償対象の範囲と考え方に関する文書が掲載される とともに 、 会員へメール送信さ
れた 。

【 日 本未熟児新生児学会】

･ 日 本未熟児新生児学会ホームページに 、 ｢補償対象の考え方と参考事例 ｣ と題し
た文書が掲載された 。

･ 学術集会において 、 ｢診断協力医レター第3号｣ が配布 ･ 説明された 。

･ ｢産科医療補償制度の 申請期限は満5歳の誕生 日 まででず｣ と題したチラシが会
員に送付された 。

･ 補償対象となった参考事例 、 補償対象の範囲と考え方に関する文書、 申 請期限に
関するチラシが会員に送付された 。

【 日 本周産期 ･ 新生児医学会】

･ 日 本周産期 ･ 新生児医学会ホームページに ｢産科医療補償制度の 申請期限は満
5歳の誕生 日 までです｣ と題したチラシが掲載された 。

･ 学会シンポジウムにおいて 、 ｢産科医療補償制度の 申請期限は満5歳の誕生 日 ま
ででず｣ と題したチラシが配布された 。

･ ｢ 産科医療補償制度の 申請期限は満5歳の誕生 日 までです｣ と題したチラシが会
員に送付された 。

･ 学術集会において 、 ｢産科医療補償制度の 申請期限は満5歳の誕生 日 までです｣
と題したチラシが配布された 。

･ 日 本周産期 ･ 新生児医学会ホームページに 、 補償対象となった参考事例および補
償対象の範囲と考え方に関する文書が掲載されるとともに 、 会員にメール送信され
た 。

平成24年 1 1 月

平成25年2 月

平成25年8 月

平成24年 1 1 月

平成25年2月

平成25年3 月

平成25年8 月

平成25年 1 月

平成25年 1 月

平成25年2 月

平成25年7月

平成25年7 月

2



【 日 本小児科医会 】

･ 日 本小児科医会ホームページに 、 ｢産科医療補償制度の 申請期限は満5歳の誕
生 日 まででず｣ と題したチラシが掲載された 。

【 日 本小児科学会 】

･ 日 本小児科学会ホームページに 、 ｢産科医療補償制度の 申請期限は満5歳の誕
生 日 まででず｣ と題したチラシが掲載された 。

･ 日 本小児科学会報に 、 補償申請期限の周知に関する文書が掲載された 。

. 学術集会において 、 ｢産科医療補償制度の 申請期限は満5歳の誕生 日 までです｣
と題したチラシが配布された 。

【 日 本小児総合医療施設協議会】

･ ｢産科医療補償制度の 申請期限は満5歳の誕生 日 までです｣ と題したチラシが協
議会員に送付された 。

･ 補償対象となった参考事例が会員に送付された 。

【 日 本重症心身障害福祉協会】

･ ｢産科医療補償制度の 申請期限は満5歳の誕生 日 まででず｣ と題したチラシが会
員に送付された 。

･ 協会の会員施設を通じ 、 補償対象と考えられる児の保護者に制度の案内を行っ
た 。 ･

磐会
児に

多い医療関係

･ 国立病院機構重症心身
障害協議会

･ 全国肢体不 自 由児施設
運営協議会

･ 新生児医療連絡会
･ 診断協力 医
その他

【 国立病院機構重症心身障害協議会 】

･ 制度概要 、 補償対象の考え方 、 補償申請期限の周知のために 、 ｢産科医療 甫 6 制
度の 申請期限は満5歳の誕生 日 までです｣ と題 したチラシが協議会員に送付され 平成25年3 月
た 。

. 協議会の会員施設を通じ 、 補償対象と考えられる児の保護者に制度の案内を行
た 。

【全国肢体不 自 由児施設運営協議会 】

･ 制度概要 、 補償対象の考え方 、 補償申請期限の周知 のために 、 ｢産科医療補 凸
度の 申請期限は満5歳の誕生 日 まででず｣ と題したチラシが協議会員に送付され
た 。

･ 協議会の会員施設を通じ 、 補償対象と考えられる児の保護者に制度の案内を行っ
た 。

【新生児医療連絡会 】

･ 連絡会の会員施設を通じ 、 補償対象と考えられる児の保護者に制度の案内を行っ
た 。

【診断協力 医 】

･ ｢診断協 力 医レター第3号｣ が全診断協力医に送付した 。

･ ｢ 産科医療補償制度の 申請期限は満5歳の誕生 日 までです｣ と題したチラシが全
診断協力 医に送付した 。

【 その他】

. ｢ 小児科学レクチャー｣ に 、 制度概要 、 補償対象の考え方 、 補償申請期限の周知に
関する文書が掲載された 。

平成25年8 月

平成25年3 月

平成25年8 月

平成25年8 月

平成24年 1 0 月

平成2 5年5 月

平成25年 1 月

平成25年8 月

平成25年3 月

平成25年4 月

平成25年4 月

平成25年3 月

平成25年8 月

平成25年3 月

平成25年8 月
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厚生労働省
による取組

み

厚生労働省
による取組
み

･ ｢産科医療補償制度の 申請期限は満5歳の誕生 日 までです｣ と題 したチラシおよび
ポスターが市区町村の母子健康手帳交付窓 口 福祉手当 申請窓 口 に送付 した 。

･ 厚生労働記者会および厚生 日 比谷クラブに 、 補償申請期限の周知 に関する文書
を配布した 。

･ 厚生労働省よ り 、 制度周知 の協力 に関する事務連絡文書が自 治体および関係団
体等に対して発出 された 。

･ 厚生労働省の広報誌 ｢厚生労働 ｣ に 、 補償申請期限の周知に関する文書が掲載さ
れた 。

･ 厚生労働省ホームページに 、 制度概要 、 補償対象の考え方 、 補償申 請期限の周
知に関する文書が掲載された 。

･ 全国重症心身障害児 (者 ) を守る会の会報誌に 、 制度概要 、 補償対象の考え方 、
補償申請期限の周知に関する文書が掲載された 。

･ 全国社会保険協会連合会の会報誌に 、 制度概要、 補償対象の考え方 、 補償申請
期限の周知 に関する文書が掲載された 。

･ 補償申請期限の周知に関して 、 ラジオ広告を行った 。

･ 制度概要 、 補償申請期限の周知 に関して 、 各新聞に記事が掲載された 。

･ 本制度ホームページに 、 補償対象の考え方 、 補償申請期限の周知 に関する文書
が掲載された 。

･ 政府広報オンラインに 、 制度の紹介や補償申請手続き等が掲載された 。

･ 厚労省ツイッターにて 、 補償申請期限等の記事が配信された 。

･ 全国 69紙に 、 補償 申請期限の周知 に関する政府広報が掲載された 。

･ 厚生労働省の広報誌 ｢厚生労働｣ に 、 補償申請期限の周知に関する文書が掲載さ
れた 。

･ 読売新聞 ｢論点 ｣ に 、 補償申請の促進に関する記事が掲載された 。

･ 全国主要紙に 、 補償申 請期限の周知 に関する突出 し広告を掲載した 。 平成2 5年8 月

平成2 5年2 月

平成2 5年4月

平成25年5 月

平成25年4月

平成25年 3 ~ 5 月

平成25年4 月

平成25年4月

平成25年6 月

平成2 5年6 月

平成2 5年7 月

平成2 5年8 月

平成2 5年8 月
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参考資料 1
｢産科医療補償制度 医学的調査専門委員会報告書｣ (平成 25 年 7 月 )

よ り 抜粋 ( P . 40‐43 )

6 . 補償対象範囲等の検討

制度創設時の検討において補償対象範囲にする こ と が望ま しい と 考え られた範囲や、

審査委員会での審査等を通 じて 明 ら かに な っ て き た課題等への対応について以下の と

お り 取 り ま と めた。

1 ) 重症度

<創設時の検討>

創設時医学的調査報告書においては 、 本制度の補償対象 と する重症度 と して 、 将来的

に も独歩が不可能で 日 常生活に車椅子を必要する児を重症 と 考え 、 これは概ね身体障害

手帳等級の 1 級 ･ 2 級に相 当する と さ れた。

< 今回の検討>

身体障害者障害程度等級の 3 級まで補償対象 と する場合、 現行の将来的に実用的歩行

が可能か否かの基準に代わ る新たな判断基準を検討する必要が あ る が 、 将来的に身体障

害者障害程度等級が 3 級に な る か 4級にな る かを早期に判断でき る よ う な基準を設け る

こ と は極めて難 しい。 重症度の基準の見直 し と して 、 補償対象を現行の基準か ら身体障

害者障害程度等級 1 級ま たは 2 級 、 3 級に相 当する こ と に変え る こ と については、 医学

的な観点で公平に審査でき る新たな判断基準を設け る こ と が 困難であ る と 考え られる 。

重症度の確定診断ができ る ま での間 において リ ハ ビ リ テーシ ョ ン を熱心に行 う ほ ど

補償対象に な ら ない可能性が高ま る こ と にな る な ど 、 本制度が リ ハ ビ リ テーシ ョ ン医療

に影響を与 え る こ と を懸念する と の意見が あ っ た。

身体障害者障害程度等級の認定 と 同様に障害程度等級の合算の仕組みを取 り 入れ、 上

肢障害 と 下肢障害等を総合的に判断 して補償対象 と する こ と が よ い と の意見が あ っ た。

分娩時の牽引等に よ っ て生 じた腕神経叢麻痺 (Erb ･Duchenne 麻痺、 K1umpke 麻痺)

等は 、 脳性麻痺ではない も のの障害の状態は類似 してい る た め 、 こ の よ う な病態 も検討

すべき と の意見があっ た。

2 ) 補償対象基準

【一般審査】

<創設時の検討>

創設時医学的調査報告書においては 、 本制度の補償対象 と な る ｢通常の妊娠 ･ 分娩に

も かかわ らず 、 脳性麻痺 と な っ た場合｣ と して 、 脳性麻痺 と な っ た原因が ｢分娩に係 る

医療事故｣ と は考え難い未熟性が原因 と な る脳性麻痺について 、 出生体重や在胎週数に

よ り 判断す る基準の検討を行っ た。 具体的には未熟性が要因 と 考え ら れ る脳室周囲 白質

軟化 症 ( Periventricu1ar leukoma1ac1a ; PWL ) や 頭 蓋 内 出 血 、 呼 吸 急迫 症候群

(Resp iratory distre s s syndrome ; RDS)等の在胎週数別 、 出生体重別の発症状況が注 目
さ れた。

創設時の沖縄県におけ る調査では 、 出生体重 1 , 80 0 g 未満、 在胎週数 33 週未満では



未熟性が原因 と 考え られる症例が多い傾向が認め られ 、 姫路市等にお け る調査では 、 出

生体重 2, ooog 未満、 在胎週数 32 週未満の症例の多 く は原因が未熟性であ る と さ れた。

こ れ ら に も と づ き 、 補償対象 と な る在胎週数 ･ 出生体重の基準を ｢在胎週数 33 週以

上、 かつ出生体重 2 , ooo g 以上｣ と さ れたが 、 在胎週数の基準を 32 週以上にすべき と

の意見、 出生体重の基準を 1 , 800g にすべき と の意見 、 在胎週数 と 出生体重の基準を ｢か

つ｣ ではな く ｢ ま たは｣ と す る意見な どが あ っ た。

<今回の検討>

在胎週数ま たは出生体重 と 神経発達の関連については 、 神経発達は在胎週数に相関す

る こ と か ら 、 一般審査の基準は在胎週数のみを も と に設け る こ と が妥当 と 考え ら れる 。

在胎週数については 、 最近は診断の精度が高ま っ てお り 、 概ね確実に判断でき る 。

一方 、 飛び込み分娩等の事例では在胎週数が不明確な場合も あ る こ と か ら 、 出生体重

の基準 も残 し 、 在胎週数の基準 と 出生体重の基準のいずれか一方を満た した場合は補償

対象 と する方法が妥当 と 考え られる 。

双胎の場合は、 出生体重が単胎に比較 して軽い こ と か ら 、 在胎週数 と その他の基準に

該当 してい る も の の補償対象 と な ら ない こ と が課題 と な っ ていた。 在胎週数を基準 と す

る 、 あ る いは在胎週数 と 出生体重の基準を ｢ ま たは｣ と する こ と に よ り 、 こ の課題が解

消 さ れる 。

在胎週数の基準は連続性 も あ る た め医学的な観点で明確な線を 引 く こ と は難 しいが 、

32 週や 34 週に よ っ て 区分す る こ と が医学的には一般的であ る 。 しか し 、 胎児の体重発

育曲線に よれば在胎週数 33 週の体重が概ね 2, 00 0g み こ相 当す る ため 、 出生体重 2000 g

の基準を残すのであれば 33 週が妥当 と 考え られる と の意見が あ っ た。 ま た一般審査の

基準 と 個別審査の基準 と の違いを考慮すれば一般審査の在胎週数は 32 週へ、 あ る いは

でき る だけ引 き 下げた方が よ い と い う 意見 も あ っ た。

出生体重は在胎週数を補完する よ う な位置付け と すべき あ り 、 そ の基準については現

在の 2, ooo g を変更すべき 必要性は高 く ない と の意見があっ た 。

【個別審査】

<創設時の検討>

制度創設時には、 一般審査の基準に該当 しない場合であっ て も 、 本制度で補償対象 と

考え られる脳性麻痺も あ る こ と か ら 、 米国産婦人科学会が取 り ま と めた報告書を参考に 、

一般審査の基準に該当 しない在胎週数 28 週以上の場合について 、 個別審査の基準が定

め られた。

個別審査の対象 と な る在胎週数については 、 ｢在胎週数 28 週以上｣ と したが ｢在胎週

数 27 週で線を 引 けば、 ほ と ん ど臨床医が納得でき る ｣ と の意見が あ っ た。

<今回の検討>

個別審査の基準の胎児心拍数陣痛図に係 る判断に関 して は 、 在胎週数 32 週未満につ

いて は医学的に十分解明 さ れていない。 したが っ て 、 胎児心拍数陣痛図に係 る判断基準
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だけで判断する のでな く 、 本制度の補償対象 と な る こ と が 明確にな る よ う な基準を検討

すべき と 考え られる 。

分娩直前の緊急時等の対応で胎児心拍陣痛図等のデー タ の取得が難 しい場合 も あ る

ので、 例 えば出血量の よ う な補完でき る基準を設け る こ と も 望ま しい と の意見が あっ た。

胎児心拍数陣痛図に係 る判断基準については 、 基線細変動の ｢消失｣ ま たは ｢減少｣

な どの判断が専門家の間で異な っ てい る こ と か ら 、 改めてその考え方を整理する必要が

あ る 。 具体的には ｢消失｣ は obpm と い う 定型的な判断ではな く 、 相対的な判断であ る

べき と の意見が あ っ た。 ま た 、 脳性麻痺を呈する胎内での状態悪化を示す胎児心拍数陣

痛図の所見 と して 、 サイ ナ ソ イ ダルパタ ー ンを明記すべき と の意見が あっ た。

画像診断が普及 して き たた め 、 個別審査の基準のひ と つ と して頭部画像 も加 え る べき

と の意見が あ っ た。 しか し 、 画像診断では発症時期が特定 し に く い こ と 、 低酸素がない

場合で も低酸素性虚血性脳症 (Hypoxic 1s chem1c encepha1op athy; HIE) の所見を示す

こ と も あ る こ と か ら 、 慎重な検討が必要であ る と の意見 も あ っ た。

P、孔 については 、 現行の個別審査の低酸素状況に係 る補償対象基準では補償対象 と

な ら ない こ と が あ る 。 しか し 、 未熟性が原因であっ て も周産期の異常の結果 と して生 じ

てい る場合は補償対象 と する こ と が望ま しい と の意見があっ た。

個別審査の低酸素状況に係 る補償対象基準の詳細については 、 産科医等の専門家に よ

り 検討する こ と が望まれる 。

個別審査におけ る在胎週数の基準については 、 医学的には在胎週数 28 週未満は超早

産児であ り 、 未熟性が さ ら に強 く な る ので在胎週数 28 週以上 と は区分 される こ と か ら 、

現行の基準の在胎週数 28 週以上は妥当 と 考え られる 。

一方、 周産期母子医療セ ン タ ーネ ッ ト ワ ー ク データベース のデー タ に よれば、 在胎週

数 22 週か ら 27 週 において も胎児機能不全を伴 う 重度脳性麻痺例が一定数あ り (参考

資料 ｢在胎週数 28 週未満での脳性麻痺発生率｣ ) 、 本制度の補償対象 と な り 得る重度脳

性麻痺児 も い る こ と か ら 、 在胎週数の基準をな く す こ と も検討の対象にな る と 考え られ

る 。

3 ) 除外基準

<創設時の検討>

本制度の補償対象の趣 旨か ら補償対象 と は考え難い場合を補償対象か ら 除外す る こ

と と して 、 そ の よ う な場合に該当する 疾患や病態等を検討 し 、 児の先天性要因 ま たは新

生児期の要因 と してま と め 、 それ ら に よ る脳性麻痺が補償対象か ら 除外 さ れた。

< 今回の検討>

児の先天性要因について 、 詳細な検査を行 う ほ ど除外基準に相 当する 疾患が判断 さ れ

る 可能性が高ま る と い う 不公平感 と 医療への影響を懸念する意見が多数あ っ た 。

妊娠中 の要因 と 分娩時の要因は 、 原因の発生時期の判断が困難な場合が多 く 、 本制度

の補償対象の考え方を踏ま え る と 、 除外基準 と して明確に判断でき る も の に限定する こ



と が望まれる 。

脳奇形については、 脳の形成段階で生 じ 、 かつその こ と が重度の運動障害の原因であ

る こ と が明 ら かな場合に限 り 除外基準に該当する こ と 、 ま た染色体異常等について も そ

れが重度の運動障害の原因であ る こ と が明 ら かな場合に限 り 除外基準に該当す る こ と

を明確化する こ と な ど 、 分か り やすい基準 と する こ と が望まれる 。

児の新生児期の要因 については 、 医学的に分娩 と の関連が ま だ十分に解明 されていな

い こ と が多い。 ま た 、 産科入院中 の新生児期に生 じた要因 が紛争化 している場合 も あ り 、

本制度の補償対象の趣 旨 に照 ら し こ の よ う な場合 も補償対象 と すべき と の意見が あ っ

た。 具体的には児の新生児期の要因で発生 した こ と が明 ら かでない場合は 、 補償対象 と

する こ と が望まれる 。

本制度は、 除外基準に該当す る こ と が明 ら かではない場合は 、 重症度お よび補償対象

基準を満た していれば、 分娩時の仮死の有無等にかかわ らず補償対象 と な る仕組みであ

る こ と が広 く 周知 さ れる こ と が望まれる 。

4 ) その他

【診断の時期 (重症児にかか る生後 6 ヶ 月 未満での早期診断) 】

<創設時の検討>

創設時の調査では生後 6 ヶ 月 未満での脳性麻痺の診断は極めて困難 と 考え られた こ

と か ら 、 生後 6 ヶ 月 未満で死亡 した場合は補償対象外 と さ れた。

< 今回の検討>

ア ンケー ト調査結果か ら 、 医学的には 6 ヶ 月 未満での早期診断は可能 と 考え られる 。

早期診断の時期 と して は生後 3 ヶ 月 が 目 安 と 考え られる 。 生後 1 ヶ 月 での診断も可能 と

する 見解も あ る が 、 早産児の診断におけ る修正月 齢の考慮等 と の関連では、 一般的な基

準 と する には無理があ る 。

生後 6 ヶ 月 未満での早期診断を取 り 入れる場合には 、 今回のア ンケー ト 調査結果等を

参考 と して 、 具体的 にその必要条件を定め る な ど慎重に検討を進め る必要が あ る 。

早期診断に よ り 生後 6 ヶ 月 未満での補償対象を認め る場合は 、 補償期 間 中 に児が死亡

する事例の増加につなが る ので、 そ の こ と に よ る本制度 と の関係の整理 も含めた検討が

望まれる 。
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産科医療補償制度の見直 しに関する提案

審査過程での検討よ り

産科医療補償制度審査委員会

委員長 戸苅 創

これま での審査委員会にお け る事案の審査過程で、 制度の見直 しに関 して検討

が必要 と 判断 された事項を提案 と して以下に示 します。

(提案 1 ) < 審査対象に関する提案 >

一般審査 (在胎 33 週以上且つ出生体重 2 , 0 0 0 g 以上) と 個別審査 (在胎 28 週以

上 33 週未満) の分類を廃 して 、 原則 と して全て の児 を対象 と して審査する 。

(理由 ) ‐

2 0 0 7 年の本制度調査専門委員会では 、 補償対象を決定する議論の上で 、 当 時の

早産低出生体重児での脳性麻痺の高い発生率に基づいて 、 ｢早産児の脳性麻痺は

『未熟性』 に伴 う も の ｣ と して 、 本制度の補償対象を原則 と して在胎 33 週以上

且つ 2 , 0 0 0 g 以上の児 と した。 ただ し 、 在胎 33 週未満 28 週以上の早産児で も 、

分娩に係 る 医療事故に よ り 脳性麻痺 と な る事例が あ る こ と か ら 、 出生直前の胎

児心拍数モニ タ リ ングお よ び出生直後のガス分析値の異常値を条件に補償対象

と する こ と が決定 さ れた。 しか し 、 医学的に ｢未熟性に よ る脳障害｣ と い う 基

準はな く 、 早産児において も成熟児 と 同様に 、 低酸素性虚血、 出血 、 感染な ど

が脳障害の原因であ り 、 基本的に成熟児 と 同 じ病態が発生する こ と がその後明

ら か と な り 、 加 えて 、 2 0 0 0 年以降は我が国で在胎 28 週か ら 3 1 週の早産児の脳

性麻痺の発生率が著明 に減少 して き た こ と か ら 、 早産児の脳性麻痺が ｢未熟性｣

に よ る と して ｢先天要因 ｣ と 同列に扱われ、 対象か ら 除外 さ れる こ と は医学的

見地か ら みて不適当 であ る と の結論に至っ た。

尚 、 在胎 28 週未満の児では脳性麻痺の発症率が低下 していない事実か ら 、 補償

対象を 28 週以上 と し 、 全て一般審査 と すべき と の意見 も あ る 。

現行の個別審査の問題点を指摘 してお く 。

早産児の胎児心拍数モニ タ リ ン グに係 る判断については医学的に十分解明 され

ていない。 ま た 、 出生時の児の病態悪化 (胎児心拍数モニ タ リ ン グ所見お よび



臍帯血ガス分析値) の証拠が条件 と な っ てい る た め 、 緊急事態等で これ ら のデ

ー タ が不足あ る いは不十分な事例での審査 ( 申請) が極めて困難であ る 。

(提案 2 ) < 重症度に関する提案 >

上肢 と 下肢の等級は合算 して判定する 。

(理由 ) '

上肢お よび下肢を個別に評価 した場合にいずれ も補償対象外 と な る場合で も 、

運動障害の程度は単独での障害時よ り も 大 と な る こ と が あ る た め 、 合算 して評

価する こ と が適当 であ る 。

(提案 3 ) < 重症度に関す る提案 >

3 級の嚥下障害の あ る球麻痺は補償対象 と する 。

(理由 )

球麻痺だけの場合、 身体障害者障害程度等級の重症度判定では嚥下障害 と して

3 級以下の級別であ る が 、 脳性麻痺の範嗜 と して補償対象 と する こ と が適当 で

あ る 。

(提案 4 ) < 制度全体に関する提案>

申請時に生存 してい る こ と を条件 と す る 。

(理由 )

現行制度は 、 6 ヶ 月 以上生存 した場合には 、 5 年以内のいつで も 申請が可能 と

してい る が 、 両親の負担等を考慮 して 、 申請時に生存 してい る こ と を条件 と す

る こ と が適当 であ る 。

(提案 5 ) < 制度全体に関する提案 >

申請時に在宅管理中 あ る いはそれを計画 してい る こ と を 申請条件 と す る 。

(理由 )

現行制度は 、 病院お よび施設での管理中で も 申請が可能 と してい る が 、 両親の

負担等を考慮 して 、 申請時に在宅管理中 あ る いはそれを計画 してい る こ と を 申

請条件 と する こ と が適当 であ る 。

つ
こ



(提案 6 ) < 制度全体に関する提案 >

本制度の名称を よ り 解 り 易い呼称に変更する (例 : ｢産科医療補償制度 : 脳性麻

痺児への支援｣ ) 。

(理 由 )

本制度の名称 (産科医療補償制度) では脳性麻痺が連想出来ない こ と か ら 、 よ

り 解 り 易い呼称に変更する こ と が適当 であ る (例 : ｢産科医療補償制度 : 脳性麻

痺児への支援｣ ) 。 そ の こ と で 申請漏れを防 ぐ こ と が可能であ る 。

(提案 7 ) < 制度全体に関する提案 >

分娩麻痺を補償対象 と する 。

(理由 )

頚部の腕神経叢の損傷に よ る分娩麻痺や分娩時の頚髄損傷は 中枢神経系起因の

麻痺ではないが 、 分娩に係 る麻痺であ る こ と か ら補償対象 と する こ と が適当 で

あ る 。

< 除外基準に関する確認事項>

以下の事項は補償対象か ら 除外 しない こ と を確認又は検討が必要であ る (現行

での約款で対応可能) 。

( 1 ) 軽度の孔脳症や裂脳症、 胎内発症の感染症、 双胎間輸血症候群の非典

型例等々 は 、 胎児期 よ り み ら れる 中枢神経系の病態であ る が 、 それ 自

体が脳性麻痺の主原因 と は言えない場合は補償対象 と する 。

( 2 ) 核黄疸は出生後の 中枢神経系の病態であ る が 、 分娩後短期間の間で発

症する こ と と 、 医療過誤に よ る事例が殆 ど無い こ と 、 さ ら に脳性麻痺

の症状を呈する こ と か ら 、 補償対象 と する 。

( 3 ) 出生後の呼吸確立が不十分な時期に発生 した無呼吸を起因 と す る脳性

麻痺は補償対象 と する 。

( 4 ) 双胎間輸血症候群等の多胎妊娠に関連 した と 考え られ る脳性麻痺につ

いては 、 多胎が 関連する こ と のみを も っ て除外基準に該当する と は し

ズ余 し 、 。

( 5 ) サイ ナ ソ イ ダルパタ ー ンお よ び呼吸性ア シ ドーシス については補償対

象 と する こ と を検討する 。

( 6 ) 審査上 ｢先天性｣ の概念の整理を要する 。

以 上

3



参考資料3◎ ◎ 平成 2E “

鬱) 産科医療補償箒崚 公益財団法人 日 本医療機纜平価機構

申請期限は満5歳の誕生日までです

　 　 　 　 　 　 　 　 　
　 　 　 　 　 　　 　　 　

　　 　 　補 億 対 象 老 を ◎ ね 参 看 事 例

補償対象外と思 っていませんか ? 迷っていませんか ?

ぜひご相談く ださい

産科医療補償制度の 申請期限は 、 満 5 歳の誕生 日 ま で でず。 補償対象 と 考え ら れ る 児が満 5 歳
の誕生 日 を 過 ぎた た め に 、 補償 を受 け る こ と がで き な く な る 事態が生 じ る こ と の な い よ う 、 運営
組織で あ る 日 本医療機能評価機構で は、 現在 、 補償 申請の促進に努め て い る と こ ろ です。

し か し な が ら 、 今般 と り ま と め られた医学的調査専門委員会報告書に よ る と 、 補償対象者数の

推計値は年間 48 1 人 と さ れ、 本制度が創設 さ れた平成 2 1 年に生まれた児に お け る現時点 (平成
2 5 年 7 月 末) の補償対象者数 2 0 8 人 を大き く 上回 っ て い ます。 そ の こ と か ら 、 補償対象 と 認定
さ れる可能性があ る児が、 い ま だ多 く 申請 さ れずに残っ て い る も の と 考え られます。

本制度の補償対象の範囲 と 考え方に ご理解いた だ け る よ う 、 補償対象 と な っ た参考事例 を ご紹
介 し ま す。 こ れ を ご参考に 、 こ れま で補償対象外 と 思 っ て お ら れた事例につ いて も 、 専用 コ ール
セ ン タ ー ( TEL き 0 1 2 0 ‐ 3 3 0 ‐ 6 3 7 ) ま で お気軽にお問 い合わせ く だ さ い。

このような事例も補償対象とな っています

◇分娩中の異常や出生時の仮死がな し 、場合で も 覗 1

在胎週数 3 3 週以上かつ 出生体重 2 , o o o g 以上の場合は 、 分娩中 の異常や 出生時の仮死が認め
ら れな く て も 、 参考事例①、 参考事例②の よ う に補償対象 と な っ た事例があ り ます。

◇先天性の要因がある場合で も 問 翻

児の先天性の要因 が重度の運動障害の主な原因 で あ る こ と が明 ら か な場合は補償対象 と な り
ません が、 先天性の要因 に該当 す る 疾患等があ っ て も 、 それが重度の運動障害の主な原因 で
あ る こ と が明 ら かで な い場合は 、 参考事例③か ら参考事例⑧の よ う に 、 補償対象 と な っ た事
例があ り ま す。

◇新生児期の要因がある場合で も 1m 1

分娩後 に 、 新生児期 の要因 が重度の運動障害の主な原因 で あ る こ と が明 ら かな場合は補償対
象 と な り ま せん が、 分娩後 に発症 し た感染症な どがあ っ て も 、 妊娠や分娩 と は無関係 に発症
し た こ と が明 ら かで な い場合は 、 参考事例⑨か ら 参考事例⑪の よ う に補償対象 と な っ た事例
があ り ま す。

[ お 問 い合わせ先] 産科医療補償制度専用 コ ールセ ン タ ー

フ リ ー ダ イ ヤル 0 120-330‐637 く 受付時間午前 9 時~午後 5 時 (土 日 祝 日 除 く ) 〉



産 科 医 療 補 償 制 度 参 考 事 例 j
｢補償対象｣ の一例として 、 ご理解しやすいよう に参考事例を作成しました 。

実際の審査は審査委員会において個別に審査します 。

一般審査 (在胎週数33週以上かつ出生体重2 ,ooog以上 ) について

ご留意いただきたい事項 参 考 事 例

-

分娩中の異常や出生時の
仮死がない場合でも 、 補償
対象となる可能性がある 。

事例①

在胎週数39週 、 出生体重3 , 3 0 0 g 、 仮死なく 出生。 分娩前後に特に異常は
なかった。 入院時の小児科診察で異常なく退院。 1 ヶ月 健診時に頭囲の発
育不良を認めたため 、 頭部CTを施行したところ多嚢胞性脳軟化症を認め
た。 明 らかな先天性の要因 、 新生児期の要因は認めず、 また頭部画像所
見からは分娩中の低酸素等の影響を否定できないことから 、 除外基準には
該当 しないと判断された。

事例②

在胎週数38週 、 出生体重3 , 0 0 0 g 、 仮死なく 出生。 1 ヶ月 健診時に体重増加
不良を認め 、 以後 、 発達遅滞も認めた。 また 、 生後6ヶ月 頃に軽度のてんか
んを発症した。 てんかんについては容易にコントロール可能であり 、 重度の
運動障害の主な原因とは言えないと判断された。 また、 脳性麻痺の発症時
期は特定できず、 明 らかな先天性の要因 、 新生児期の要因は認めないこと
から 、 除外基準には該当 しないと判断された。

2

脳奇形等があっても 、 分娩
中の要因による影響があ
ると考え られる場合は補償
対象となる可能性がある 。

事例③
(脳奇形)

在胎週数40週 、 出生体重3 , 1 0 0 g 、 吸 引分娩で出生。 重症新生児仮死を認
めた。 分娩後の診断は常位胎盤早期剥離であった。 頭部に孔脳症はあっ
たが 、 分娩時には常位胎盤早期剥離があり 、 画像所見は低酸素 ･虚血を
呈した状態に矛盾しないとされた。 孔脳症の発症時期は正確には分から
ず、 またそれが重度の運動障害の主な原因であることが明 らかではないた
め 、 除外基準には該当 しないと判断された。

事例④
(染色体
異常 )

在胎週数3 6週 、 出生体重2 , 3 0 0 g 、 常位胎盤早期剥離疑いのため緊急帝
王切開で出生。 重症新生児仮死を認め 、 頭部画像検査では低酸素 ･虚血
を示す所見を認めた。 染色体検査において2 1 ト リ ソミーを認めたが 、 分娩
中の状況や頭部画像所見等から判断すると 、 この染色体異常が重度の運
動障害の主な原因であるとは言えず、 除外基準には該当 しないと判断され
た。

事例⑤
(先天異常 )

在胎週数37週 、 出生体重2 , 8 0 0 g 、 胎児機能不全のため緊急帝王切開で
出生。 重症新生児仮死を認めた。 先天性心疾患を認めるが 、 出生時の仮
死状態に先天性心疾患の影響が加わった状況であると考えられることか
ら 、 先天性心疾患が重度の運動障害の主な原因であることが明 らかではな
いため 、 除外基準には該当 しないと判断された。

3

脳奇形等があっても 、 その
程度や部位等によっては
除外基準に該当せず、 補
償対象となる可能性があ
る 。

事例⑥
(脳奇形)

在胎週数40週 、 出生体重2 , 9 0 0 g 、 経自室分娩で出生。 新生児仮死を認め
た。 頭部画像検査では先天性下垂体低形成を認めたが 、 これが重度の運
動障害の主な原因 とは言えず、 除外基準には該当 しないと判断された。



3

4

何らかの先天異常が疑わ
れる場合でも 、 明 らかな疾
患等が特定できない場合
は 、 補償対象となる可能性
がある 。

事例⑦

在胎週数38週 、 出生体重2 , 8 0 0 g 、 仮死なく 出生。 外表奇形、 精神運動発
達遅滞、 難治性てんかんがあることから 、 先天性要因の可能性が考えられ
たが 、 確定診断には至らなかった。 運動障害の主な原因として明 らかな先
天異常等は認めず、 除外基準には該当 しないと判断された。

事例⑧

在胎週数3 3週 、 出生体重2 , 6 0 0 g 、 仮死なく 出生。 分娩機関におし ミ 1 ‐ 1 ‐ 1
S (双胎間輸血症候群) の疑いあり と診断された。 出生前の胎内での慢性
的な血流障害の影響も考えられるが 、 出生時の脳の形態異常は明 らかで
なく 、 出生前後の急性の循環障害による脳障害であると考えられることか
ら 、 除外基準には該当 しないと判断された。

5

分娩後の感染症等があっ
ても 、 それが妊娠 ･ 分娩と
無関係に生じたことが明 ら
かでない場合は 、 補償対
象となる可能性がある 。

事例⑨
(感染症 )

在胎週数3 9週 、 出生体重3 , 3 0 0 g 、 仮死なく 出生。 入院中は特に異常を認
めず退院したが 、 日 齢 1 2 に全身状態悪化を認めたため受診。 GBS感染に
よる髄膜炎 、 敗血症と考えられた。 3 6週時の母体の自室分泌物培養検査で
はGBS陽性であった。 分娩後に発症した髄膜炎 、 敗血症であるが 、 感染経
路は特定できず、 母体が妊娠後期にGB S陽性であったこと等から考える
と 、 分娩と無関係に発症した髄膜炎 、 敗血症であることが明 らかとは言えな
いため 、 除外基準には該当 しないと判断された。

事例⑲
(呼吸停止)

在胎週数3 9週 、 出生体重3 , 2 0 0 g 、 仮死なく 出生。 早期新生児期 (※ ) に起
こった呼吸停止による脳障害から 、 重度の運動障害が生じた。 重度の運動
障害の主な原因は出生後に生じた呼吸停止と考えられが 、 総合的に審議
した結果、 この呼吸停止が分娩とは無関係に起こったことが明 らかであると
は言えず、 除外基準には該当 しないと判断された。
( ※ ) これまでに、 生後4 日 目 に呼吸停止が発生して補償対象となった事例
がある。

事例⑪
(てんかん )

在胎週数38週 、 出生体重2 , 8 0 0 g 、 仮死なく 出生。 日 齢7~ 日 齢 1 0項よ り顔
面けいれん様のエピソードを認め 、 生後 1ヶ月 に大 田原症候群と診断され ･
た。 大 田原症候群に関する遺伝子検査は陰性であった。 分娩後に発症し
た大 田原症候群であるが 、 先天性の要因となり得る脳の形態異常や遺伝
子異常は認め られず、 分娩と無関係に発症したことが明 らかとは言えない
ため 、 除外基準には該当 しないと判断された。

6

重症度に関 して 、 動作 ･ 活
動の状況や所見を総合的
に判断し 、 将来の実用的
歩行獲得の可能性が低い
と考えられる場合は 、 補償
対象となる可能性がある 。

事例⑰

在胎週数39週 、 出生体重3 , 40 0 g 、 仮死なく 出生。 3歳時の診断において、
つかまり立ちが可能とされていたが 、 これは上肢の力で代償していると考え
られること 、 また交互運動を伴う 四つ這いが不可能であることから 、 将来の
実用 的な歩行獲得の可能性は低いと判断された。



個別審査 (在胎週数28週以上で所定の低酸素状況) について

前置胎盤 、 常位胎盤早期
剥離 、 子宮破裂 、 子癇 、 臍
帯脱出等 、 分娩時の具体
的なエピソードがない場合
でも 、 補償対象となる可能
性がある 。

事例⑩

在胎週数3 2週 、 出生体重 1 , 8 0 0 g。 胎動減少の 自 覚あり 、 胎児心拍数モニ
タおよびエコー所見よりNRFS と診断され緊急帝王切開 となった。 新生児仮
死を認めた。 補償対象基準の二一 (二対こ記載されている前置胎盤、 常位
胎盤早期剥離、 子宮破裂、 子癇 、 臍帯脱出等の具体的なエピソー ドはな
かったが 、 胎児心拍数モニタでは 、 心拍数基線細変動の消失および子宮
収縮の5 0%以上に出現する遅発一過性徐脈を認め 、 基準に該当すると判
断された。

2

分娩中の低酸素状況を証
明するデータがない場合で
も 、 以下 の①~③をすべて
満たしていると判断できる
場合は 、 補償対象となる可
能性がある 。

事例⑪

在胎週数3 1週 、 出生体重 1 , 7 0 0 g。 自 宅にて分娩が急速に進行し 、 救急車
を要請した。 救急隊が医師の電話による指示のもと介助を行い (分娩機関
管理下) 、 児を娩出した。 胎児心拍数モニタは施行できず、 臍帯動脈血採
取もできなかった。 分娩機関に提出された消防署長名 の文書によると 、 現
場での活動として 、 ｢ ロ 腔および鼻腔の吸引 、 臍帯結紮、 臍帯切断等を電
話による医師の指示の基に実施する｣ との記載があり 、 また新生児の観察と
して、 ｢心拍触知不能 、 自 発呼吸なし 、 筋緊張なし (全身) 、 刺激 (吸引 時)
に対する反射興奮性なし、 顔色チアノーゼ、 アプガースコア○点を確認す
る｣ との記載があった。 この文書等をも と 々こ審査したところ 、 分娩中 に所定の
低酸素状況が生じていたことは明 らかであり 、 基準に該当すると判断され
た。

事例⑮

在胎週数32週 、 出生体重1 , 6 0 0 g 、 ドプラによる徐脈確認後 、 ただちに緊急
帝王切開となった。 新生児仮死を認めた。 胎児心拍数モニタは施行でき
ず、 臍帯動脈血のpH値は7 . 1 以上であったが 、 胎盤の病理検査結果等か
ら常位胎盤早期剥離と診断されており 、 またアブガースコアからは重度仮
死であり 、 吸引やバッグ ･ マスク 、 気管挿管等の蘇生に対する反応が悪かっ
た。 頭部画像においても低酸素状況を示す所見を認めたこと等から 、 分娩
中に所定の低酸素状況が生じていたことは明 らかであり 、 基準に該当する
と判断された。

①緊急性に照らして考える
と 、 データが取れなかった
こと る こやむを得ない合理
的な理由がある。

②診療録等から 、 低酸素
状態が生じていたことが
明 らかであると考えられる。

③もしデータがあれば、 明 ら
かに基準を満たしていたと
考えられる。

事例⑩

在胎週数3 3週 、 出生体重 1 , 8 0 0 g 、 母体の脳出血による心肺停止後約2時
間に緊急帝王切開で出生。 新生児仮死を認めた。 心肺停止時にドップラ
にて確認した胎児心拍数は6 0bpm程度であった。 臍帯動脈血pH値は7 . 1
以上であり 、 母体心拍再開後 、 帝王切開前の胎児心拍数モニタでは心拍
数基線細変動の消失は認めるものの 、 補償対象基準二一 (二) に該当する
胎児心拍数パターンは認められなかったが、 母体入院時の血液ガス分析
値では強いアシドーシスを認めたことから 、 胎児への影響も考えられるとし
て補償申請された。
分娩前の胎児心拍数モニタの所見は基準を満たしていないが 、 母体の心
肺停止により胎児は低酸素血症、 酸血症に陥っていたと考えられ、 母体心
肺停止時にドッブラで確認された徐脈を胎児心拍数モニタにて記録できて
いたら 、 心拍数基線細変動の消失を伴う持続する徐脈であった可能性が
極めて高いと考えられることから 、 基準に該当すると判断された。

3

補償対象基準に該当する
胎児心拍数パターンは認
められない場合でも 、 分娩
中の低酸素状況が生じて
いたことが明 らかと判断さ
れる場合 、 補償対象となる
可能性がある 。

事例⑰

在胎週数3 1 週 、 出生体重 1 , 6 0 0 g 、 胎動減少の 自 覚あり受診した後 、 胎児
機能不全の診断にて緊急帝王切開となった。 新生児仮死を認めた。 臍帯
動脈血pH値は7 . 1 以上であり 、 分娩前の胎児心拍数モニタにおいて補償
対象基準二- (二) に該 当する胎児心拍数パターンは認められなかった
が 、 徐脈が確認できなく とも胎児機能不全と判断すべき事例であったとして
補償申請された。
分娩前の胎児心拍数モニタにおいては、 心拍数基線細変動の消失を認
め 、 また子宮収縮が出現していないが徐脈と判断できる部分があり 、 仮に
子宮収縮が出現していれば、 補償対象基準二一 (二川こ該当する胎児心
拍数パターンを認めた可能性が極めて高いと考えられることから 、 基準に
該当すると判断された。

4

PVLがあっても 、 臍帯動脈
血pH値または胎児心拍数
モニタの所見が基準に該
当すれば、 補償対象となる
可能性がある 。

事例⑩

在胎週数3 0週 、 出生体重 1 , 2 0 0 g 、 常位胎盤早期剥離の診断にて緊急帝
王切開で出生。 新生児仮死を認めた。 生後2ケ月 の頭部MRIにてPVLを認
めた。 臍帯動脈血pH値は7 . 1未満であり 、 補償対象基準に該当すると判断
された。

4
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平成 25 年 8 月

保護者 様

公益財団法人 日 本医療機能評価機構

産科医療補償制度運営部

産科医療補償制度について (補償申請期限の お知 ら せ )

産科医療補償制度は 、 重度脳性まひのお子様 と ご家族を支援する 制度です。

本制度の補償 申請期限は満 5 歳の誕生 日 ま で と な っ ています。 現在 、 制度運

営組織であ る 当機構では 、 補償対象 と 考え られる お子様が満 5 歳の誕生 日 を過

ぎたために補償を受 け る こ と がで き な く な る事態が生 じ る こ と の ない よ う 、 補

償 申請の促進に努めてい る と こ ろ です。

しか しなが ら 、 ま だ本制度への理解が十分でない こ と が考え ら れ、 さ ら な る

補償申請促進のた め 、 肢体不 自 由 児施設の ご協力 をいただき 、 入所ま た は通所

さ れてい る平成 2 1 年 (20 0 9 年) 生まれのお子様の保護者の方に ご案内 させてい

ただ く 次第です。

同封の リ ー フ レ ッ ト ｢産科医療補償制度の 申請期限は満 5 歳の誕生 日 ま でで

す｣ を ご覧いただ き 、 お子様が リ ー フ レ ッ ト に記載の補償対象の基準を満たす

と 考え られる場合で 、 ま だ補償 申請手続き 等を行っ てい ない保護者の方は 、 下

記の産科医療補償制度専用 コ ールセ ンタ ー も し く はお子様を 出産 した分娩機関

にお問い合わせいただき ます よ う お願い 申 し上げます。

ま た 、 間 も な く 補償申請期限を迎え る こ と か ら 、 多 く の方の現状を把握 させ

ていただ く た め 、 可能であ り ま した ら 、 添付の 房li紙｣ について ご記入いただ

き 、 9 月 3 0 日 (月 ) ま でに本制度の運営組織であ る 当機構に同封の返信用封筒

にて ご返信 く だ さ います よ う 合わせてお願い致 します。 ( ご返信は任意です。 )

なお 、 ご返信いただき ま した 房ii紙｣ に基づ き 、 当機構 よ り 電話連絡等を さ

せていただ く 場合が あ り ま すので 、 何卒 ご理解いただき ますよ う お願い 申 し上

げます。

【本件に関す る お問 い合わせ先 】

公益財団法人 日 本医療機能評価機構

産科医療補償制度専用 コ ールセ ン タ ー

0 1 2 0 一 3 3 0 一 6 3 7 受付時間 : 午前 9 時か ら 午後 5 時 (土 日 祝を除 く )

なお 、 0 3‐ 5 8 0 0 -2 2 3 1 も ご利用 いただけます。



ご記入 日 平成 年 月 日

公益財団法人 日 本医療機能評価機構

産科医療補償制度運営部 行

保護者のお名前

お子様のお名前

お子様の生年月 日 平成 年 月 日

出産 した分娩機関名

ご 住 所 ( 〒 )

ご連絡先 ( 自 宅)

ご連絡先 (携帯)

産科医療補償制度の補償申請状況につ いて 、 お答え下 さ い 。

( 口 に し点 を付けて く だ さ い)

□ 1 . 補償 申請済みま たは補償 申請中であ る

□ 2 . 補償 申請 していない

□ ① これか ら補償申請する予定であ る ( 月 項)

□ ② これか ら補償申請について検討する

(理由 ) □ 制度について知 ら なかっ たか ら

口 その他 (

□ ③補償 申請する 予定はない

(理由 ) □ 補償対象の基準に該当 しないか ら

口 そ の他 (

□ 3 . そ の他

そ
/

II1I、

ご協力 あ り が と う ご ざいま した。

、
ノ

※ ご記入いただき ま し た個人情報につ き ま して は 、 本制度の補償申請促進の 目 的以外には

使用 しません。
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